
 

令和２年度国土交通省・公共事業関係予算のポイント 

令和元年１２月 
中 島 主 計 官 



 
 
 
 
 

 
 
◆ 公共事業関係費を安定的に確保し、その中で、 

① 治水対策を中心とした防災・減災対策等の強化 
② 老朽化対策の強化 
③ 安全・安心の確保 
④ 中長期的な成長の基盤となるインフラの整備 等 
に重点的に取り組む。 

 
＜治水対策を中心とした防災・減災対策等の強化＞ 
○ 今般の台風被害のみならず、人口減少等の社会の構造的変化も踏まえ、国

民の生命・財産を実効的に守る観点から、 

・ 予算・既存ストックの「使い方」の見直し 
・ 国土・土地利用の見直し 
・ 技術人材の拡充 

 
＜老朽化対策の見直し・強化＞ 
○ 高度経済成長期に集中的に整備されたインフラの維持更新費の増大が課題
であることを踏まえ、老朽化対策について、 

・ 新たな個別補助制度の創設による取組みの強化 
・ 長寿命化や集約・最適化に向けた財政面でのインセンティブの導入 
・ 地方単独事業との適切な役割分担の確保 

 
＜安全・安心の確保＞ 
○ 戦略的海上保安体制の構築や未就学児等の交通安全対策等を推進。 

 

＜中長期的な成長の基盤となるインフラの整備＞ 
○ 人口減少やインフラの維持更新費の増大等が見込まれる中で、料金収入等
を積極的に活用して、生産性向上効果の高いプロジェクトを厳選して整備を
加速。 

 
◆ こうした予算に加えて、令和２年度の「臨時・特別の措置」を活用し、消

費税率引上げに伴う住宅の需要変動の平準化対策（すまい給付金）及び「防
災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」として必要な対応を実施。 

 

 

国土交通省・公共事業関係予算のポイント 

令和２年度予算編成の基本的な考え方 

※本資料の計数は、整理の結果、異動を生ずることがある。 
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１ 総 額（一般会計）  

 
   （単位：億円） 

 令和元年度（当初） 令和２年度 元’→ ２’増 減 

公共事業関係費（通常分） ６０，５９６ ６０，６６９ ＋７３ 
（＋０．１％） 

（注１）令和２年度予算のうち、令和元年 10 月の消費税率引上げによる影響額は、46 億円。 
 

（単位：億円） 

 令和元年度（当初） 令和２年度 元’→ ２’増 減 

公 共 事 業 関 係 費 
（臨時・特別の措置） 

８，５０３ ７，９０２ ▲６０１ 
（▲７．１％） 

（注２）通常分と「臨時・特別の措置」を合計すれば、令和元年度 69,099 億円、令和２年度 68,571
億円（▲528 億円、▲0.8％）。 

 
 
２ 総 額（東日本大震災復興特別会計）  
 

   （単位：億円） 

 令和元年度（当初） 令和２年度 元’→ ２’増 減 

復    旧 ２，４６４ １，７０２ ▲７６２ 

復    興 ３，６９３ ３，３８２ ▲３１１ 

合    計 ６，１５７ ５，０８５ 
▲１，０７３ 

（▲１７．４％） 

 
 
 
 

    
 
 
１ 一般会計  

（単位：億円） 

 令和元年度（当初） 令和２年度 元’→ ２’増 減 

国土交通省関係（通常分） 計 ５９，２１６ ５９，３１１ ＋９５ 
（＋０．２％） 

 
 
 

公共事業関係費（通常分） ５２，５１０ ５２，５６７ 
＋５７ 

（＋０．１％） 

非公共予算（通常分）  ６，７０７  ６，７４４ 
＋３８ 

（＋０．６％） 
（注１）本表のほか、委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費 830 億円（前年度 831 億円）が

ある。 
（注２）国際観光旅客税の令和２年度税収のうち国交省予算に計上される 511 億円（前年度 485 億円）

を含む。 
 
 
 
 

◆ 公共事業関係費 

◆ 国土交通省関係予算 
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 令和元年度 令和２年度 元’→ ２’増 減 

国土交通省関係 計 
（臨時・特別の措置） 

９，３９３ ８，０５２ ▲１，３４１ 
（▲１４．３％） 

 
 
 

公共事業関係費 
（臨時・特別の措置） 

７，１５３ ６，８０２ 
▲３５１ 

（▲４．９％） 

非公共予算 
（臨時・特別の措置） 

２，２４０ １，２５０ 
▲９９０ 

（▲４４．２％） 

（注３）通常分と「臨時・特別の措置」を合計すれば、国土交通省関係計、公共事業関係費、非公共
予算は、令和元年度はそれぞれ 68,609 億円、59,663 億円、8,947 億円、令和２年度はそれぞ
れ 67,363 億円（▲1,247 億円、▲1.8％）、59,368 億円（▲294 億円、▲0.5％）、7,994 億円 

（▲952 億円、▲10.6％）。 

 
 
２ 東日本大震災復興特別会計  

（単位：億円） 

 令和元年度 令和２年度 元’→ ２’増 減 

復    旧 １，２３６ ０，６２５ ▲６１０ 

復    興 ３，３９６ ３，０３６ ▲３６０ 

合    計 ４，６３２ ３，６６２ 
▲９７０ 

（▲２０．９％） 

 

Ⅰ 一般会計予算等のポイント（国交省関係）  
 

※ 元年度当初予算 ⇒ ２年度予算 

 

１．治水対策を中心とした防災・減災対策等の強化  

（１）予算・既存ストックの「使い方」の見直し 
 

① 防災・減災等強化推進費（仮称）の創設 

 ３１０億円（皆増） 

・ 台風災害等を踏まえ、年度途中に用地取得等の課題が解消した場合に、機動的に防

災・減災対策事業を行うことを可能とする「防災・減災等強化推進費（仮称）」を創設。 
 
 
 ② ダムの利水容量の治水活用 

 （新規制度） 

・ 利水ダム・多目的ダムにおいても洪水調節の機能を発揮させる観点から、関係省

庁等とも連携しつつ、既存のダムの利水容量の治水活用について検討。 
 
 
③ 河川の危険箇所における集中的な河道掘削等に対する個別補助による支援 

 １０２億円（皆増） 

・ 今般の台風災害において、特に、川幅が狭い区間や堤防未整備区間等での氾濫が

多発したことや、本川の水位上昇（バックウォーター）によって支川が氾濫したこ

とを踏まえ、人命を守るとともに壊滅的な社会経済への被害を回避する観点から、

― 3 ―

―  ―0123456789



これらの危険箇所における河道掘削等を集中的かつ重点的に支援するための個別

補助制度を創設。 
 
 
④ 下水道事業における市街地の内水氾濫への対策強化 

１０４億円  ⇒ ２４４億円 （＋ １４０億円、＋１３４．９％）

・ 今般の台風災害において、市街地での内水氾濫により生活・経済活動に甚大な被

害が生じたこと等を踏まえ、下水道事業（雨水対策・汚水対策）について、 

① 雨水による内水氾濫対策への重点化を行うため、段階的に個別補助化を行う方

向とし、令和 2 年度予算においては、雨水貯留施設の整備等について新たに個

別補助制度を創設。（140 億円） 

② 他方、汚水対策については、「雨水公費・汚水私費」の原則等を踏まえ、補助対

象や支援水準を見直し、公費投入の効率化を図る。 
 
 
⑤ 治水リーディング・プロジェクト（ダム再生・調節池の整備等）の推進 

河川改修費等 ５，１３５億円の内数 ⇒ ５，２２１億円の内数 （＋ ８６億円、＋ １．７％）

・  今般の台風災害も踏まえ、新丸山ダム再生や荒川等の調節池など、特に重要な

３１の治水事業を「治水リーディング・プロジェクト」に位置づけ、集中的に整備。 
 
 

（２）国土・土地利用の見直し 

 

 防災・減災対策を強化する観点から、制度面の課題を検討するとともに、治水イ

ンフラ整備等のハード対策と災害リスク情報の提供や土地利用規制等のソフト対

策との一体化を図る。 

  

（参考）防災・減災対策強化のための制度面での課題（例） 

・ 災害リスクの「見える化」 

・ 災害ハザードエリアへの立地抑制 

・ 危険区域からの移転促進等 
 
 

① コンパクトシティの強化と防災・減災対策との連携 

６９６億円（皆増）

・ 立地適正化計画を策定して都市機能のコンパクト化や防災力強化に積極的に取り

組む地方公共団体を重点的・効果的に支援するため、コンパクトシティの取組を支

援する個別補助制度を創設。（６９６億円） 

・ 同時に、インフラ整備と防災・減災のソフト対策との一体化を図るため、立地適

正化計画の策定を開始していない地方公共団体や、居住誘導区域に土砂災害警戒区

域等のレッドゾーンを含めている地方公共団体等については、一定の経過措置の後

に、コンパクトシティ支援事業（都市再生整備計画事業）の支援対象や支援水準の

見直しを行う。 
 
 
② 治水事業におけるソフト対策の要件化 

（新規制度）

・ 今般の台風災害において、浸水想定区域の範囲外でも多くの被害が発生したこと

を踏まえ、中小河川についても浸水想定図・水害ハザードマップの作成・公表を促

すため、令和２年度より、浸水想定図の作成・公表を治水インフラ整備事業の実施

要件とする。 
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③ 防災・避難関連情報の拡充と研究開発の加速 

総合流域防災事業費 ７６億円の内数  ⇒ ８０億円の内数 （＋ ４億円、＋ ５．３％）

・ 河川の氾濫のみを想定した避難行動から、下水道等からの内水氾濫も想定した 

避難行動を促すため、内水・外水一体的なリアルタイム浸水予測の構築を図り、避 

難の実効性を向上させる。 

 また、レーザー・プロファイラ—技術を用いて、浸水想定図をより簡易的に作成 

するための技術開発を行う。 

 

（３）技術人材の拡充 

 

○ 地方整備局の執行体制の強化 

１８,８８８人  ⇒ １８,９８９人 （＋ １０１人）

・ 地方における人材面での課題・ニーズ等を踏まえ、今般の台風災害をはじめとし

た大規模自然災害からの復旧・復興や、市町村支援を通じた老朽化対策など地域

の「防災・減災、国土強靱化」の取組の加速化・深化を図る観点から、地方整備

局の人員を増員のうえ執行体制を強化。 

（注）平成 13 年の中央省庁再編以降、初の人員増。 
 
 

２．老朽化対策の見直し・強化  

 

① 適正な管理に基づく老朽化対策 

（個別補助制度の創設、長寿命化対策のインセンティブ付け） 

２，２５５億円（皆増）

・ 地方公共団体が管理する道路橋梁や水門等の老朽化対策について、より集中的・

計画的な対応を図るため、新たに個別補助制度を創設。 

  ・ その際、地方公共団体におけるインフラ長寿命化に向けた適切な取組みを促すた  

め、適切な長寿命化計画を作成することを要件とする。 

  ・ また、道路橋梁等の老朽化対策については、インフラの集約・最適化を進める観   

点から、例えば、複数の橋梁の一部を撤去・集約する場合等も新たに支援対象とする。 
 
 
② 維持管理等に係る地方単独事業との適切な役割分担の確保 

（新規）

・ これまで交付金により支援を行ってきた市道の修繕など、比較的小規模な老朽化

対策等について、地域の実情を踏まえ、公共施設等適正管理推進事業債なども活用

しつつ、地方単独事業として機動的に実施するよう見直し、交付金の更なる重点

化を図る（効率化・合理化効果５００億円程度）。 
 
 

３．安全・安心の確保 
 

① 戦略的海上保安体制の構築 

２，１７８億円 ⇒ ２，２５４億円（＋ ７６億円、 ＋３．５％）

（注）上記予算額には、「臨時・特別の措置」を含む。 

・ 元年度補正予算（422 億円）と合わせ、引き続き「海上保安体制の強化に関す

る方針」に基づく体制強化等を推進。 

ⅰ）尖閣領海警備体制の強化 
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・ ヘリコプター搭載型巡視船２隻、大型巡視船１隻の増強 等 

ⅱ）日本海側における事案対処体制の強化 

・ 大型巡視船１隻の増強 等 

ⅲ）海洋監視体制の強化 

・ 高性能監視レーダーを搭載する新型ジェット機１機の増強 等 

ⅳ）基盤整備 

・ 体制強化に必要な定員など、差引１５０人の増員 

・ 教育訓練施設の拡充 等 
 
 
② 未就学児等の交通安全対策（個別補助制度の創設） 

３０億円（皆増）

・  「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策（令和元年６月１８日関係閣僚

会議決定）」も踏まえ、道路管理者、地元警察、学校・保育等の教育関係機関等及

び地元住民が連携し、合意形成した内容に基づく交通安全対策（防護柵の設置等）

を行う場合について、それらを計画的・集中的に支援するための個別補助制度を

創設。 
 
 
③ セーフティネット住宅への移行の促進 

（新規制度）

・  公営住宅の老朽化に伴う建替え需要が増加する見込みの中、既存ストック活用の

観点から、民間賃貸住宅を活用したセーフティネット住宅への移行を促進。 

 

令和元年度まで：セーフティネット住宅の家賃低廉化補助は、一律、月額上限４万

円／戸（国１／２＋地方１／２）。 

             ↓ 

令和２年度以降：公営住宅の建替えの際に、一定数の従前入居者がセーフティネッ

ト住宅へ移転する場合は、公営住宅並みの家賃低廉化補助（近傍

同種家賃と入居者家賃の差額を国が１／２、地方が１／２補助）

を実施。 
 
 

 ④ 一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し 

３７億円 ⇒ ４０億円（＋ ３億円、 ＋８．１％）

・  被害者保護増進事業が将来にわたって安定的・継続的に実施されるよう、積立金

の取崩し額の減少を図るとの考え方により、４０億円の繰戻しを行う。 
 
 

４．中長期的な成長の基盤となるインフラの整備等  

 
 中長期的な成長基盤となるインフラについて、生産性向上効果の高いプロジェクトを

厳選して実施することとし、料金収入等により投資回収が可能なプロジェクトについて

は、長期・固定・低利の財政投融資を積極的に活用して、その整備を加速する。 
 
 
① 生産性向上に資する道路ネットワークの整備 

３，１４０億円 ⇒ ３，３１９億円（＋ １７９億円、 ＋５．７％）

この他、財政融資 １０，０００億円 ⇒１１，２００億円（＋１，２００億円、 ＋１２．０％）

・ 整備が進む大都市圏環状道路等と一体となって、物流拠点へのアクセスを強化す

るなど、生産性向上に資する道路ネットワークの整備を推進。 
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（参考）Ｒ２年度の主な開通予定箇所 

・中部横断自動車道（富沢～六郷） 

・函館新外環状道路 空港道路 

・高知東部自動車道 高知南国道路 

 

・ 現下の低金利状況を活用して、料金収入により高速道路の整備を行う観点から、

高速道路機構・高速道路会社に対して財政融資を行い、①大都市圏環状道路の整備

や②暫定２車線区間の４車線化等の整備を加速（財政融資 1 兆１,２００億円）。 

（参考）令和元年度補正予算では、新名神高速道路の６車線化（大津～城陽、八幡

京田辺～高槻区間）のため高速道路機構に対して５,５００億円の財政融資を

措置。 
 
 
② 都市鉄道ネットワークの充実 

都市鉄道利便増進事業費補助等 １６８億円の内数 ⇒ １７２億円の内数（＋４億円、＋２，４％）

この他、財政融資 １，１４８億円（皆増）

・  大都市圏の中心部における移動の円滑化、通勤・通学混雑の緩和、国際空港へ 

のアクセス強化等に資する都市鉄道ネットワークの充実や一層の利便性向上を図 

るため、都市鉄道整備を推進。 

・ 上記予算額のほか、財政融資（１,１４８億円）を積極的に活用して、なにわ筋

線の整備を促進。 
 
 
③ 首都圏空港（羽田空港・成田空港）の機能強化 

８１４億円 ⇒ １，０４６億円（＋ ２３２億円、 ＋２８．５％） 

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】 

この他、財政融資 １，５００億円 ⇒ ４，０００億円（＋ ２，５００億円、 ＋１６６．７％） 

・ 羽田空港においては、滑走路の耐震性の強化等を着実に進めるとともに、アクセ

ス利便性の向上を図るため、空港アクセス鉄道の基盤施設整備に着手する。 

・ 成田空港においては、第 3 滑走路の新設等の更なる機能強化を実施。その際、

現下の低金利状況を活用して、料金収入等により整備を行う観点から、４,０００億

円の財政融資を活用する。 

 （注）令和元年度の財政融資１,５００億円は、新関西国際空港株式会社に対するもの。 

 
 
④ 整備新幹線の着実な整備 

７９２億円 ⇒ ８０４億円（＋ １２億円、 ＋１．５％）

・ 平成２７年１月の政府・与党申合せに基づく令和４年度までの開業を確実にする

ため、北陸新幹線・九州新幹線の事業費増加を受けた対応として、更なる貸付料財

源の活用に加えて、国費を増額。 
 
 
⑤ 国際コンテナ戦略港湾の機能向上 

４４２億円 ⇒ ４４６億円（＋ ５億円、 ＋１．０％）

・  国際コンテナ戦略港湾（京浜港・阪神港）について、 

① 国際コンテナ戦略港湾政策の政策効果や利用見通し等について、国土交通省が

設置する国際コンテナ戦略港湾政策推進ワーキンググループ（仮称）において、

毎年度検証することを、ハードの整備の前提とする。 

② 既存ストックを最大限活用する観点から、ソフト対策を AI やデータ連携による
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港湾物流の生産性向上に重点化する。 
 
 
⑥ フラット３５Ｓ等における既存住宅の活用促進等 

２７０億円 ⇒ ２８７億円（＋ １８億円、 ＋６．５％）

・ 省エネ性などに優れた住宅向けの金利を支援する「フラット３５Ｓ」（長期固定

金利の住宅ローン）等について、 

① 省エネを促進して環境性能に優れた住宅を増やすため、環境に関する要件基準

を引き上げるとともに、 

② 人口減少が進み空き家が増加する中で、既存住宅の活用を促進するため、中古

住宅の購入に際して性能向上リフォームを行う場合の支援について、要件を緩和。 
 
 
⑦ 訪日外国人旅行者数４０００万人目標の達成に向けた観光施策の推進 

５００億円 ⇒ ５４０億円（＋ ４０億円、 ＋８．０％）

（注）上記予算額には、皇室費計上予算（三の丸尚蔵館の整備）も含む。 

・ 訪日外国人旅行者数４０００万人等の目標達成に向け、国際観光旅客税の税収

５４０億円を活用し、主要玄関口である成田、羽田、関西空港において搭乗手続き

の「顔パス化」など最先端のストレスフリー環境を整備するとともに、ナイトタイ

ムの活用や国際競争力の高いスノーリゾートの形成に向けたコンテンツ造成、京都

御苑の受入環境の整備などを促進。 

  
 

５．ＩＴを活用した省人化・省力化  

 

 ○ 新技術の導入促進 

技術研究開発調査費 １２億円の内数 ⇒ １３億円の内数（＋ １億円、 ＋５．０％）

・ 公共工事の建設現場における労働生産性向上のため、生産性向上に資する５G 等

を活用した「無人化施工技術」等について、現場実証を行い、技術開発参入を促進。 

 

６．令和２年度の「臨時・特別の措置」 

 
 
○ 消費税率引上げに伴う住宅の需要変動への対応（すまい給付金） 

１，１４５億円

・ 令和元年１０月の消費税率引上げに伴う住宅についての需要変動を平準化し、住

宅市場の安定化を図るため、住宅ローン減税の効果が限定的な所得層を対象とする

すまい給付金について、令和２年度においても継続的に実施（すまい給付金は令和

３年１２月末まで）。 
 
 
○ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」として必要な対応 

６，９０７億円 

（公共６，８０２億円、非公共１０５億円） 

 

・ 平成３０年１２月に策定された「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対

策」に沿って、ハード・ソフトの対応を進める。 
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（参考）実施する緊急対策の具体事例 

・  河川における堤防決壊を防止するための合流部等の堤防強化や洪水氾濫の危

険性が特に高い区間の樹木伐採・河道掘削 

・  広域交通を担う幹線道路等における土砂災害の発生を防止するための道路法 

面・盛土等の対策 

・ 主要な防波堤における高潮等のリスクに対する安全性確保のための消波ブロッ

クの嵩上げ等の対策 

・  気象・地震等の監視・予測体制の強化のため、気象レーダーや地域気象観測

システムといった施設を整備 

・  洪水や土砂災害に係るハザードマップの作成について地方公共団体を支援 

 

Ⅱ 東日本大震災からの復旧・復興（国交省関係）  

復旧進度に応じた災害復旧事業や、被災地の復興に向けたまちづくりの支援等を実施。 

（注）復興予算は、東日本大震災復興特別会計に一括して計上。 

  
 

○ 被災地の復旧                         ０，６２５億円 
 
 

  ・  公共土木施設等（河川、海岸、道路、港湾、下水道等）の災害復旧等事業費につ

いて、復旧進度に応じ所要額を計上する。 
 
 

○ 被災地の復興                         ３，０３６億円 
 
 

  ・  復興道路・復興支援道路の整備や被災地の港湾整備など、被災地の復興に向けた

各種事業を引き続き推進する。 
 
 
  ＜主な事業＞ 

道路（復興道路・復興支援道路の整備等） １，６６２億円 

港湾（被災地の港湾整備） １０１億円 

治水（被災地の河川の津波対策等） １３億円 

社会資本整備総合交付金（市街地整備に伴う道路

整備等） 
１，１９８億円 

地域公共交通の確保 ７億円 

東北地方の観光復興対策 ３４億円 
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（単位：億円、％）

伸率 増△減額

58 (1983) 66,554 0.0 0
59 (1984) 65,200 △ 2.0 △ 1,354
60 (1985) 63,689 △ 2.3 △ 1,511
61 (1986) 62,233 △ 2.3 △ 1,456
62 (1987) 60,824 △ 2.3 △ 1,409
63 (1988) 71,599 17.7 10,775
平元 (1989) 73,024 2.0 1,424
2 (1990) 73,217 0.3 193
3 (1991) 77,048 5.2 3,831
4 (1992) 80,602 4.6 3,555
5 (1993) 84,595 5.0 3,993
6 (1994) 88,820 5.0 4,225
7 (1995) 92,398 4.0 3,577
8 (1996) 96,184 4.1 3,786
9 (1997) 97,447 1.3 1,263
10 (1998) 89,853 △ 7.8 △ 7,593
11 (1999) 94,307 5.0 4,454
12 (2000) 94,307 0.0 0
13 (2001) 94,352 0.0 45
14 (2002) 84,239 △ 10.7 △ 10,113
15 (2003) 80,971 △ 3.9 △ 3,268
16 (2004) 78,159 △ 3.5 △ 2,812
17 (2005) 75,310 △ 3.6 △ 2,849
18 (2006) 72,015 △ 4.4 △ 3,295
19 (2007) 69,473 △ 3.5 △ 2,542
20 (2008) 67,352 △ 3.1 △ 2,121

63,876 △ 5.2 △ 3,476
70,701 5.0 3,349

22 (2010) 57,731 △ 18.3 △ 12,970
54,799 △ 5.1 △ 2,932
49,743 △ 13.8 △ 7,987
48,137 △ 3.2 △ 1,606
45,734 △ 8.1 △ 4,009
52,853 15.6 7,119

14.7 6,733
0.3 182

59,685 12.9 6,832
53,518 1.9 1,022

27 (2015) 59,711 0.0 26
28 (2016) 59,737 0.0 26
29 (2017) 59,763 0.0 26
30 (2018) 59,789 0.0 26

69,099 15.6 9,310
60,596 1.3 807
68,571 △ 0.8 △ 528
60,669 0.1 73

※8　臨時・特別の措置を含んだ令和元年度予算額（69,099億円）との比較。
※7　臨時・特別の措置（令和元年度：8,503億円、令和2年度：7,902億円）を含む計数。

※5　社会資本整備事業特別会計の廃止・一般会計への統合に伴う影響額（6,167億円）を含む。
※6　25年度予算額（52,853億円）から復興特会繰入れ（356億円）を控除したものと比較。

※3  復興特会繰入れ（356億円）及び国有林野特別会計の一般会計化に伴い計上されることとなった直轄事業負担金（29億円）を除いた計数。
※4　24年度予算額（45,734億円）に、地域自主戦略交付金（公共事業関係費相当分（6,551億円））を加えたものと比較。

24

2

(2012)

令元 (2019)

(2020)

※2  地域自主戦略交付金等に移行した額(23年度：5,056億円、24年度：2,403億円)をそれぞれ加えた場合の計数。

25

※1　特別会計に直入されていた地方道路整備臨時交付金相当額が一般会計計上に変更されることによる特殊要因を除いた場合の計数。

(2013)
52,467

26 (2014)

公 共 事 業 関 係 費 の 推 移

年  度 当初予算額

23 (2011)

(2009)21

※2

※2

※3
※4

※5
※6

※1

※7

※7 ※8
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（単位：百万円）

増▲減額 伸率

807,530 826,591 19,061 2.4%

60,627 60,703 76 0.1%

29,414 30,367 953 3.2%

1,785,752 2,047,153 261,401 14.6%

238,573 241,081 2,508 1.1%

75,973 56,220 ▲19,753 ▲26.0%

24,905 24,522 ▲383 ▲1.5%

79,192 80,372 1,180 1.5%

152,464 155,063 2,599 1.7%

32,546 102,141 69,595 213.8%

15,611 29,659 14,048 90.0%

17,836 16,836 ▲1,000 ▲5.6%

41,575 41,727 152 0.4%

28,711 29,045 334 1.2%

326,026 326,436 410 0.1%

122,107 122,261 154 0.1%

71,044 71,133 89 0.1%

836,374 727,746 ▲108,628 ▲13.0%

1,040,587 784,722 ▲255,865 ▲24.6%

92,714 94,275 1,561 1.7%

39,741 39,777 36 0.1%

- 31,001 31,001 -

65,258 52,873 ▲12,385 ▲19.0%

5,984,560 5,991,704 7,144 0.1%

75,049 75,162 113 0.2%

6,059,609 6,066,866 7,257 0.1%

国 土 交 通 省 関 係 5,250,981 5,256,677 5,696 0.1%

農 林 水 産 省 関 係 696,606 698,926 2,320 0.3%

厚 生 労 働 省 関 係 18,192 17,192 ▲1,000 ▲5.5%

経 済 産 業 省 関 係 2,163 2,163 - 0.0%

環 境 省 関 係 49,307 49,512 205 0.4%

内 閣 府 関 係 42,360 42,396 36 0.1%
（注）上記計数は、「臨時・特別」の措置を含まない。

公 共 事 業 関 係 費 計

農 業 農 村

森 林 整 備

水 産 基 盤

社会資本整備総合交付金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

農山漁村地域整備交付金

地 方 創 生 整 備

そ の 他

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

防災・減災等強化推進費
（ 仮 称 ）

国 営 公 園 等

治 水

治 山

海 岸

道 路

港 湾

空 港

都 市 幹 線 鉄 道

整 備 新 幹 線

住 宅 対 策

水 道

廃 棄 物 処 理

市 街 地 整 備

下 水 道

公　共　事　業　関　係　費 （通常分）

令和元年度
当初予算額

令和２年度
政府案

対前年度
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（単位：百万円）

増▲減額 伸率

189,772 192,698 2,926 1.5%

24,977 20,827 ▲ 4,150 ▲16.6%

8,277 6,321 ▲ 1,956 ▲23.6%

148,897 144,814 ▲ 4,083 ▲2.7%

37,433 41,802 4,369 11.7%

13,443 - ▲ 13,443 ▲100.0%

3,550 1,460 ▲ 2,090 ▲58.9%

1,200 700 ▲ 500 ▲41.7%

4,000 2,000 ▲ 2,000 ▲50.0%

7,000 5,000 ▲ 2,000 ▲28.6%

51,072 51,074 2 0.0%

19,151 15,934 ▲ 3,217 ▲16.8%

19,000 7,300 ▲ 11,700 ▲61.6%

34,967 34,906 ▲ 61 ▲0.2%

276,731 254,082 ▲ 22,649 ▲8.2%

5,000 4,200 ▲ 800 ▲16.0%

5,830 7,082 1,252 21.5%

850,300 790,200 ▲ 60,100 ▲7.1%

国 土 交 通 省 関 係 715,300 680,165 ▲ 35,135 ▲4.9%

農 林 水 産 省 関 係 120,000 100,035 ▲ 19,965 ▲16.6%

厚 生 労 働 省 関 係 4,000 2,000 ▲ 2,000 ▲50.0%

経 済 産 業 省 関 係 1,000 1,000 0 0.0%

環 境 省 関 係 10,000 7,000 ▲ 3,000 ▲30.0%

令和元年度
当初予算額

治 水

治 山

海 岸

道 路

港 湾

空 港

都 市 幹 線 鉄 道

住 宅 対 策

水 道

廃 棄 物 処 理

令和２年度
政府案

対前年度

公　共　事　業　関　係　費
（臨時・特別の措置）

公 共 事 業 関 係 費 計

農 業 農 村

森 林 整 備

水 産 基 盤

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金

そ の 他
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防
災

・
減

災
等

強
化

推
進

費

活
用
イ
メ
ー
ジ

事
業

概
要

年
度

当
初

に
予

算
に
計

上
さ
れ

て
い
な
い
事

業
に
つ
い
て
、
事

業
推

進
に
向

け
た
課

題
が

解
決

さ
れ

た
こ
と
、
災

害
が

発
生

す
る
お
そ
れ

が
急

遽
高

ま
っ
て
い
る
こ
と
又

は
災

害
に
よ
り
被

害
が

生
じ
て
い
る
こ
と
な
ど
年

度
途

中
に
事

業
を
実

施
す
べ

き
事

由
が

生
じ
た
場

合
に
、
緊

急
的

か
つ
機

動
的

に
事

業
を
実

施
し
、
再

度
災

害
防

止
や

安
心

な
避

難
経

路
の

確
保

等
を
含

む
防

災
・
減

災
対

策
等

を
強

化
す
る
。

令
和
２
年
度
政
府
案
３
１
０
億
円

○
事

業
推

進
に
向

け
た
課

題
の

解
決

等
を
受

け
た
事

前
防

災
対

策
の

実
施

【
事

前
防

災
】

河
川
の
⽔
位
を

低
下
さ
せ
る
た
め

河
道
拡
幅
を
実
施

○
自

然
災

害
に
よ
り
被

災
し
た
地

域
等

に
お
い
て
再

度
災

害
防

止
を
緊

急
的

に
実

施

【
再

度
災

害
防

止
】

〈
原
形
復
旧
を
⾏
う
災
害
復
旧
事
業
と
あ
わ
せ
て
施
設
の
機
能
向
上
を
⾏
う
場
合
〉

被
災
し
た
護
岸
の

原
形
復
旧
に
加
え

嵩
上
げ
を
実
施

災
害
復
旧
事
業
で
原
形
復
旧

【
施
設
に
損
傷
な
し
】

推
進
費
で
嵩
上
げ

【
施
設
に
損
傷
あ
り
】

推
進
費
で
嵩
上
げ

【
施
設
に
損
傷
有
り
】

【
施
設
に
損
傷
な
し
】

河
道

拡
幅

対
策
前

護
岸

対
策

後

国
土
交
通
省
作
成
資
料
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１
．
利

水
ダ
ム
の

事
前

放
流

に
伴

う
補

填
制

度
の

創
設

利
水

ダ
ム
に
お
い
て
事

前
放

流
を
行

う
際

、
利

水
者

の
損

失
リ
ス
ク
の

軽
減

を
図

り
、
治

水
協

力
を
促

進
す
る
観

点
か

ら
、
利

水
者

に
対

し
特

別
の

負
担

を
求

め
る
場

合
に
お
け
る
損

失
の

補
填

制
度

を
創

設
す
る
。

２
．
利

水
ダ
ム
の

放
流

設
備

等
改

造
に
対

す
る
補

助
制

度
の

創
設

利
水

ダ
ム
の

治
水

協
力

を
促

進
す
る
た
め
、
利

水
者

が
事

前
放

流
を
行

う
た
め
に
実

施
す
る
放

流
設

備
改

造
等

に
対

し
、
補

助
す
る
制

度
を
創

設
す
る
。

ダ
ム
の

利
水

容
量

の
治

水
活

用

○
ダ
ム
に
よ
る
洪
水
調
節
は
、
下
流
の
全
川
に
わ
た
っ
て
水
位
を
低
下
さ
せ
、
堤
防
の
決
壊
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ
る
の
に
加
え
、

内
水
被
害
や
支
川
の
バ
ッ
ク
ウ
ォ
ー
タ
ー
の
影
響
も
軽
減
す
る
効
果
が
あ
る
。

○
利
水
ダ
ム
・多

目
的
ダ
ム
に
お
い
て
も
洪
水
調
節
の
機
能
を
発
揮
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
ダ
ム
の
治
水
活
用
等
に
よ
り
新
た
な

洪
水
調
節
容
量
を
確
保
し
て
、
機
能
を
増
強
さ
せ
る
。

放
流
施
設
の
新
設

②
事
前
放
流

③
洪
水
調
節

治
水

＜
事
業
例
＞

①
放
流
施
設
の
新
設
等

○
利

水
ダ
ム
の

事
前

放
流

に
伴

う
損

失
補

填
制

度
の

創
設

利
水

ダ
ム
に
お
い
て
事

前
放

流
を
行

う
際

、
利

水
者

の
損

失
リ
ス
ク
の

軽
減

を
図

り
、
治

水
協

力
を
促

進
す
る
観

点
か

ら
、
利

水
者

に
対

し
特

別
の

負
担

を
求
め
る
場
合
に
お
け
る
損
失
の
補
填
制
度
を
創
設
。

○
利

水
ダ
ム
の

放
流

設
備

等
改

造
に
対

す
る
補

助
制

度
の

創
設

利
水
ダ
ム
の
治
水
協
力
を
促
進
す
る
た
め
、
利
水
者
が
事
前
放
流
を
行
う
た
め
に
実
施
す
る
放
流
設
備
改
造
等
に
対
し
、
補
助
を
行
う
制
度
を
創
設
。

洪
水

吐
ゲ
ー
ト

発
電

所

利
水

容
量

洪
水
吐
ゲ
ー
ト
の
改
良
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河
道
掘
削
等
の
重
点
的
推
進
（
個
別
補
助
事
業
の
創
設
）

○
個

別
補

助
事

業
に
お
い
て
、
川

幅
が

狭
い
区

間
な
ど
の

流
下

能
力

が
不

足
し
て
い
る
区

間
や

、
バ

ッ
ク
ウ
ォ
ー
タ
ー
の

恐
れ

が
あ
る
区

間
等

で
の

、
河

川
の

水
位

を
低

く
す
る
河

道
掘

削
等

を
集

中
的

か
つ
重

点
的

に
支

援
。
こ
れ

ら
の

区
間

に
お
い
て
実

施
す
る
河

道
掘

削
等

を
実

施
す
る
事

業
の

う
ち
、
原

則
、
概

ね
5
年

以
内

で
完

了
し
、
事

業
費

が
5
億

円
以

上
で
、
か

つ
、
浸

水
想

定
区

域
等

が
公

表
さ
れ

て
い
る
、
も
し
く
は

、
公

表
で
き
る
見

込
み

の
河

川
で
実

施
す
る
事

業
を
対

象
と
す
る
。

○
台
風
第
19
号
で
は
、
特
に
川
幅
が
狭
い
区
間
や
堤
防
未
整
備
区
間
等
で
の
氾
濫
が
多
発
し
た
こ
と
や
、
本
川
の
水
位
上
昇

（バ
ッ
ク
ウ
ォ
ー
タ
ー
）に

よ
っ
て
支
川
が
氾
濫
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
個
別
補
助
事
業
に
お
い
て
、
こ
う
し
た
区
間
等
で
の
、
河

川
の
水
位
を
低
く
す
る
河
道
掘
削
等
を
集
中
的
か
つ
重
点
的
に
支
援
す
る
制
度
を
創
設
す
る
。

本
川
の
水
位
上
昇
に
よ
り
、
支
川
の

水
位

も
上

昇
し
、
流

れ
に
く
く
な
る

本
川

支
川

氾
濫

＜
イ
メ
ー
ジ
＞
本
川
水
位
上
昇
に
よ
る
支
川
氾
濫
等

＜
対
策
＞

浚
渫
（
河
道
掘
削
）

令
和
２
年
度
政
府
案

1
0
2
億
円
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雨
水

ポ
ン
プ
の

整
備

雨
水

貯
留

管
の

整
備

下
⽔
道
事
業
に
お
け
る
市
街
地
の
内
⽔
氾
濫
へ
の
対
策
強
化

○
今
般
の
台
風
災
害
に
お
い
て
、
市
街
地
で
の
内
水
氾
濫
に
よ
り
生
活
・経

済
活
動
に
甚
大
な
被
害
が
生
じ
た
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
下
水
道

事
業
（雨

水
対
策
・汚

水
対
策
）に

つ
い
て
、

①
雨
水
に
よ
る
内
水
氾
濫
対
策
へ
の
重
点
化
を
行
う
た
め
、
段
階
的
に
個
別
補
助
化
を
行
う
方
向
と
し
、
令
和
2年

度
予
算
に
お
い
て
は
、

雨
水
貯
留
施
設
の
整
備
等
に
つ
い
て
新
た
に
個
別
補
助
制
度
を
創
設
。
（1
40
億
円
）

②
他
方
、
汚
水
対
策
に
つ
い
て
は
、
「雨

水
公
費
・汚

水
私
費
」の

原
則
等
を
踏
ま
え
、
補
助
対
象
や
支
援
水
準
を
見
直
し
、
公
費
投
入
の

効
率
化
を
図
る
。

内
水

氾
濫

対
策

の
具

体
的

内
容

個
別

補
助

化
に
よ
る
重

点
的

な
内

水
氾

濫
対

策

○
内
水
氾
濫
対
策
へ
の
重
点
的
・
計
画
的
な
支
援
を
行
う
た
め
、
段
階
的
に
交
付

金
か
ら
切
り
出
し
て
個
別
補
助
化
す
る
方
向

○
令

和
2
年

度
予

算
に
お
い
て
は

、
1
4
0
億

円
を
個

別
補

助
化

し
、
雨
水
処
理
施
設

の
計
画
的
な
整
備
や
適
切
な
機
能
確
保
を
図
る
取
組
み
を
集
中
的
に
支
援

汚
水

処
理

の
管

渠
等

に
係

る
公

費
投

入
の

効
率

化

雨
水

貯
留

施
設

の
整

備

降
雨

前
降

雨
後

市
街
地
に
降
っ
た

雨
を
一

時
的

に
貯

留
す
る
こ
と
に
よ
り
、

河
川
へ
の
流
出
を

抑
制

し
、
内

水
浸

水
被
害
の
防
止
・

軽
減

を
図

る

汚
水
処
理
の
普
及
率
が
高
い
こ
と
や
「
雨
水
公
費
・
汚
水
私
費
」
の
原
則
等
を
踏
ま

え
、
管
渠
等
に
係
る
公
費
投
入
を
効
率
化

○
汚
水
処
理
施
設
整
備
が
概
成
し
た
団
体
に
お
け
る
未
普
及
対
策
の
非
重
点
化

○
汚
水
処
理
施
設
整
備
が
概
成
し
た
団
体
に
お
け
る
管
渠
の
単
純
改
築
へ
の
補
助
の
廃
止

○
「
主

要
な
管

渠
」
の

見
直

し
に
よ
り
、
令

和
3
年

度
以

降
、
管

渠
の

機
能

向
上

改
築

へ
の
補

助
を
縮

減

令
和
2
年
度
政
府
案
：
2
4
4
億
円
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治
水
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
荒
川
調
節
池
等
）

○
今
般
の
台
風
災
害
も
踏
ま
え
、
大
河
川
の
調
節
池
な
ど
、
日
本
社
会
・経

済
の
基
幹
を
守
る
た
め
に
特
に
重
要
な
３
１
の
治
水

事
業
を
「治

水
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
」に

位
置
づ
け
、
集
中
的
に
実
施
す
る
。

（事
例
）首

都
圏
を
守
る
大
規
模
事
業

実
施
予
定
事
業
リ
ス
ト

令
和
２
年
度
政
府
案

5
,2
2
1
億
円
の
内
数

（事
例
）首

都
圏
を
守
る
大
規
模
事
業

事
業
名

分
野

３
大

都
市

圏

関
東
圏

荒
川
第
二
・
三
調
節
池
（
荒
川
）

河
川

稲
戸
井
調
節
池
（
利
根
川
）

河
川

環
状

七
号

線
地

下
広

域
調

節
池

事
業

（
東

京
都

：
石

神
井

川
及

び
神

田
川

）
河

川

高
規
格
堤
防
整
備
事
業
（
荒
川
・
江
戸
川
・
多
摩
川
）

河
川

首
都
圏
氾
濫
区
域
堤
防
強
化
対
策
（
利
根
川
・
江
戸
川
）

河
川

思
川

開
発

事
業

（
利

根
川

）
ダ
ム

西
湘
海
岸

高
潮
・
侵
食
対
策

海
岸

中
京
圏

上
野
遊
水
地
（
木
津
川
上
流
）

河
川

柳
生
川
水
系
柳
生
川
大
規
模
特
定
河
川
事
業
（
愛
知
県
：
柳
生
川
）

河
川

名
古
屋
市
1
0
0
m
m
/
h
安
心
プ
ラ
ン
（
愛
知
県
名
古
屋
市
：
堀
川
・
山
崎
川
）

河
川

設
楽

ダ
ム
建

設
事

業
（
豊

川
）

ダ
ム

新
丸

山
ダ
ム
再

生
（
木

曽
川

）
ダ
ム

鳥
羽

河
内

ダ
ム
（
三

重
県

：
鳥

羽
河

内
川

）
ダ
ム

阪
神
圏

寝
屋
川
北
部
地
下
河
川
（
大
阪
府
：
寝
屋
川
）

河
川

阪
神
な
ん
ば
線
改
築
（
淀
川
）

河
川

高
規
格
堤
防
整
備
事
業
（
淀
川
・
大
和
川
）

河
川

天
ケ
瀬

ダ
ム
再

開
発

事
業

（
淀

川
）

ダ
ム

川
上

ダ
ム
（
淀

川
）

ダ
ム

安
威

川
ダ
ム
（
大

阪
府

：
安

威
川

）
ダ
ム

六
甲
山
系
砂
防

砂
防

地
方
都
市
圏

札
幌
市

北
村
遊
水
地
（
石
狩
川
）

河
川

幾
春

別
川

総
合

開
発

事
業

（
石

狩
川

）
ダ
ム

盛
岡
市

北
上
川
上
流
ダ
ム
再
生
事
業
（
北
上
川
）

河
川

新
潟
市

大
河
津
分
水
路
改
修
事
業
（
信
濃
川
）

河
川

阿
賀
野
川
水
系
新
井
郷
川
大
規
模
特
定
河
川
事
業
（
新
潟
県
：
新
井
郷
川
（
福
島
潟
）
）

河
川

静
岡
市

由
比

地
区

地
す
べ

り
対

策
砂

防

富
士
海
岸

高
潮
・
侵
食
対
策

海
岸

浜
松

市
天

竜
川

ダ
ム
再

編
事

業
（
天

竜
川

）
ダ
ム

広
島
市

広
島
西
部
山
系
砂
防

砂
防

北
九
州
市

小
倉
都
心
部
浸
水
対
策
推
進
プ
ラ
ン
（
福
岡
県
北
九
州
市
：
紫
川
、
神
嶽
川
）

河
川

熊
本

市
立

野
ダ
ム
建

設
事

業
（
白

川
）

ダ
ム

※
今
後
、
事
業
の
完
了
や
新
た
な
事
業
着
手
等
に
よ
っ
て
変
更
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
。
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コン
パ

クト
シ

テ
ィの

強
化

と防
災

・減
災

対
策

との
連

携

○
人
口
・世

帯
減
少
の
本
格
化
、
自
然
災
害
の
頻
発
・激

甚
化
等
の
大
き
な
変
化
の
中
で
、
市
街
地
の
拡
散
や
災
害
危
険
エ
リ
ア
へ
の
立
地
を
抑

制
し
つ
つ
、
都
市
の
限
ら
れ
た
資
源
を
効
果
的
・効

率
的
に
活
用
す
る
「コ

ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
」の

取
組
強
化
が
急
務
。

○
こ
の
た
め
、
令
和
２
年
度
に
お
い
て
、
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
の
た
め
の
立
地
適
正
化
計
画
を
策
定
し
て
都
市
機
能
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
や
防
災
力
強
化

に
積
極
的
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
を
重
点
的
・効

果
的
に
支
援
す
る
た
め
、
新
た
に
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
の
取
組
を
支
援
す
る
個
別
補
助
制
度

を
創
設
。
（6
96
億
円
）

○
同
時
に
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
防
災
・減

災
の
ソ
フ
ト
対
策
の
一
体
化
を
図
る
こ
と
と
し
た
め
、
立
地
適
正
化
計
画
の
策
定
を
開
始
し
て
い
な
い
地
方

公
共

団
体

や
、
居

住
誘

導
区

域
に
土

砂
災

害
警

戒
区

域
等

の
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
を
含

め
て
い
る
地

方
公

共
団

体
等

に
つ
い
て
は

、
一

定
の

経
過

措
置
を
置
い
た
後
に
、
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
支
援
事
業
（都

市
再
生
整
備
計
画
事
業
）の

支
援
対
象
や
支
援
水
準
の
見
直
し
を
行
う
。

個
別

補
助

化
に
よ
る
コ
ン
パ

ク
ト
シ
テ
ィ
の

取
組

強
化

コ
ン
パ

ク
ト
シ
テ
ィ
の

取
組

強
化

と
防

災
・
減

災
対

策

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
化
に
向
け
た
誘
導
エ
リ
ア
（
居
住
誘
導
区
域
等
）
に
お

け
る
、
医
療
・
社
会
福
祉
・
教
育
文
化
・
子
育
て
支
援
等
の
施
設
整
備
や
、

道
路
、
広
場
な
ど
の
公
共
公
益
施
設
の
整
備
、
防
災
力
強
化
の
取
組
等

を
集
中
的
に
推
進

〔
6
9
6
億
円
を
個
別
補
助
化
〕

①
立
地
適
正
化
計
画
の
策
定
を
開
始
し
て
い
な
い
地
方
公
共
団
体

居
住
誘
導
区
域

都
市
機
能
誘
導
区
域

駅

病
院

子
育

て
支

援
施

設
広
場

・コ
ンパ

クト
シ

テ
ィ⽀

援
事

業
（

都
市

再
⽣

整
備

計
画

事
業

）
の

対
象

外 （
※

 ５
年

間
の

経
過

措
置

を
置

く
）

②
立
地
適
正
化
計
画
の
居
住
誘
導
区
域
に
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区

域
等
の
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
が
含
ま
れ
て
い
る
地
方
公
共
団
体

・コ
ンパ

クト
シ

テ
ィ⽀

援
事

業
（

都
市

再
⽣

整
備

計
画

事
業

）
の

嵩
上

げ
措

置
の

対
象

外
・交

付
⾦

事
業

に
つ

い
て

は
区

域
を

限
定

し、
か

つ
補

助
率

を
引

下
げ

（
※

２
年

間
の

経
過

措
置

を
置

く
）

令
和
2
年
度
政
府
案
：
6
9
6
億
円
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治
水

事
業

に
お
け
る
ソ
フ
ト
対

策
の

要
件

化

【
参

考
】
令

和
２
年

度
予

算
の

編
成

等
に
関

す
る
建

議
（
財

政
制

度
等

審
議

会
（
令

和
元

年
11

 月
25

 日
）
抜

粋
）

台
風

19
号

や
そ
れ

に
続

く
集

中
豪

雨
で
、
改

め
て
注

目
さ
れ

た
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
し
て
も
、
想

定
最

大
規

模
降

雨
を
反

映
し
切

れ
て
い
る
の

か
、
河

川
氾

濫
情

報
の

発
表

が
遅

れ
た
の

で
は

な
い
か

、
と
い
っ
た
問

題
点

も
明

ら
か

に
な
っ
た
。
真

に
実

効
的

な
治

水
対

策
の

た
め
に
は

、
水

害
対

応
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
（
防

災
行

動
計

画
）
の

策
定

や
そ
れ

に
基

づ
く
円

滑
な
避

難
の

確
保
、
土
地
の
利
用
規
制
等
の
ソ
フ
ト
面
の
対
応
の
強
化
を
図
ら
ね
ば
な
ら
な
い
。
ソ
フ
ト
面
の
方
策
を
要
件
化
し
た
ス
ト
ッ
ク

整
備

と
す
る
こ
と
が

必
要

で
あ
る
。

ソ
フ
ト
対

策
の

要
件

化
に
よ
り
ソ
フ
ト
対

策
を
促

進
（
治

水
事

業
）

○
主

な
交

付
金

事
業

及
び
新

た
に
創

設
す
る
「
河

道
掘

削
」
の

個
別
補
助
事
業
に
つ
い
て
、
以
下
の
要
件
を
付
加

・
洪
水
予
報
河
川
、
水
位
周
知
河
川

⇒
想

定
最

大
規

模
の

降
雨

に
よ
る
浸

水
想

定
区

域
が

公
表

さ
れ

て
い
る
こ
と
（
公

表
で
き
る
見

込
み

で
あ
る
場

合
を
含

む
）

・
そ
の

他
河

川

⇒
浸

水
リ
ス
ク
を
明

示
し
た
想

定
図

が
公

表
さ
れ

て
い

る
こ
と
（
公

表
で
き
る
見

込
み

で
あ
る
場

合
を
含

む
）

※
上

記
に
加

え
、
特

に
優

先
配

分
を
行

っ
て
い
る
事

業
に
つ
い

て
、
土

地
の

利
用

規
制

等
を
行

う
ま
た
は

そ
の

見
込

み
を
確

認
で
き
る
こ
と
を
要

件
に
追

加

浸
水

想
定

区
域

の
指

定
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防
災
・
避
難
関
連
情
報
の
拡
充
と
研
究
開
発
の
加
速

○
災
害
時
に
お
け
る
防
災
・避

難
関
連
情
報
に
つ
い
て
は
、
適
時
に
確
実
な
情
報
を
発
信
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
内
容
・提

供
方
法
に
つ
い
て
は
、
随
時
改
良
が
必
要
。

○
上
記
の
よ
う
な
防
災
・避

難
関
連
情
報
に
関
す
る
防
災
力
強
化
の
た
め
の
研
究
開
発
を
加
速
す
る
。

内
・
外

水
一

体
的

リ
ア
ル

タ
イ
ム
浸

水
予

測
の

構
築

○
外
水
の
氾
濫
を
想
定
に
し
た
洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
を
基
に
避

難
行
動
を
促
し
て
い
る
が
、
実
際
に
は
、
下
水
道
か
ら
の
氾
濫
や

内
水
氾
濫
が
先
に
発
生
し
、
避
難
が
困
難
な
ケ
ー
ス
が
あ
り
、
避

難
の
実
効
性
向
上
の
た
め
に
、
内
水
・
外
水
一
体
的
な
リ
ア
ル
タ
イ

ム
浸
水
予
測
の
構
築
が
必
要
。

○
社
会
実
験
の
実
施
に
よ
り
、
有
効
性
等
を
検
証
中
。

リ
ア
ル

タ
イ
ム
浸

水
予

測
シ
ス
テ
ム
の

開
発

・
１
時
間
先
の
降
雨
予
測
デ
ー
タ
等
を
用

い
て
、
１
０
分
間
の
計
算
時
間
で
、

５
０
分
先
の
浸
水
の
有
無
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
予
測
し
、
配
信
す
る

現
時

刻
1時

間
先

１
０
分

で
計

算
登
録
し
た
者
に
メ
ー
ル
配
信

Ｌ
Ｐ
デ
ー
タ
を
活

用
し
た
中

小
河

川
の

水
害

リ
ス
ク
評

価

○
航
空
機
を
用
い
て
迅
速
に
地
表
測
量
を
行
う
LP
（
レ
ー
ザ
ー
・
プ

ロ
フ
ァ
イ
ラ
ー
）
を
活

用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
中

小
河

川
の

浸
水

想
定

図
を
簡

易
的

な
手

法
を
用

い
て
作

成
・
提

供
す
る
。

中
小

河
川

の
浸

水
想

定
情

報
図

示
例

凡
例 1/

10
規
模

1/
30

規
模

1/
50

規
模

高 浸 水 頻 度

LP
デ
ー
タ
の
取
得

水
害

リ
ス
ク
空

白
域
の
解
消

今
後
の
実
施
内
容

令
和
２
年
度
政
府
案

8
0
億
円
の
内
数
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（
▲

2
5
8
）

（
▲

2
1
9
）

（
▲

2
2
9
）

（
▲

2
0
1
）

（
▲

1
3
7
）

（
＋

1
0
1
）

1
8
,
4
0
0

1
8
,
6
0
0

1
8
,
8
0
0

1
9
,
0
0
0

1
9
,
2
0
0

1
9
,
4
0
0

1
9
,
6
0
0

1
9
,
8
0
0

2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度
元

年
度

2
年

度
（

案
）

地
方
整
備
局
の
定
員
推
移
及
び
増
減

地
域
の
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
強
化
の
た
め
の
人
員
の
拡
充

地
方

整
備

局
の
人

員
数

令
和

元
年

度
末
：

1
8
,
8
8
8
人

令
和

２
年

度
末
：

1
8
,
9
8
9
人

（
＋

1
0
1
人

）

令
和
２
年
度
予
算
の
編
成
等
に
関
す
る
建
議
（
令
和
元
年
1
1
月
2
5
日
）
抄

４
．
社
会
資
本
整
備

（
１
）
ス
ト
ッ
ク
効
果
の
最
大
化
、
維
持
更
新
コ
ス
ト
の
最
小
化

②
再

編
・
集
約
と
長
寿
命
化
に
よ
る
維
持
更
新
コ
ス
ト
の
最
小
化

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
管
理
の
ス
ト
ッ
ク
に
つ
い
て
、
長
寿
命
化
に
係
る
取
組
状
況
が
適
切
に
反
映
さ
れ
る
よ

う
、
財
政
面
で
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
在
り
方
を
見
直
す
と
と
も
に
、
地
方
整
備
局
の
技
術
的
・
人
的
資
本
も
活
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
適
切
な
予
防
保
全
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

○
地
域
の
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
」
の
強

化
の
た
め
、
治
水
施
設
の
整
備
・
維
持
管
理
や
災

害
対

応
等

に
従

事
す

る
地

方
整

備
局

の
人

員
を

増
員

。

（
平
成
13
年
の
中
央
省
庁
再
編
以
降
、
初
め
て
）

現
場
の
人
員
体
制
の
強
化

（
単

位
：

人
）
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○
本

年
８
月

に
公

表
さ
れ

た
点

検
の

結
果

、
全

国
約

72
万

橋
の

う
ち
、
修

繕
の

緊
要

性
が

高
い
も
の

（
判

定
Ⅲ

、
Ⅳ

）
が
約
10
％
（約

6.
9万

橋
）あ

る
こ
と
が
判
明
。

道
路

（
橋

梁
等

）
の

老
朽

化
の

状
況

等

老
朽

化
対

策
の

た
め
の

個
別

補
助

制
度

の
創

設

○
自

治
体

管
理

の
道

路
橋

梁
や

河
川

管
理

施
設

等
の

老
朽

化
対

策
に
つ
い
て
は

、
よ
り
集

中
的

・
計

画
的

な
対
応
が
図
ら
れ

る
よ
う
、
現
行
の
交
付
金
か
ら
切
り
出
し
、
対
象
施
設
に
お
い
て
、
適
切
な
長
寿
命
化
の
取
組
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
等
を
要
件
と
し

て
新
た
に
老
朽
化
対
策
の
た
め
の
個
別
補
助
制
度
を
創
設
。

個
別

補
助

制
度

の
新

設
に

よ
る

老
朽

化
対

策
の

強
化

令
和
２
年
度
政
府
案

2,
25

5億
円

水
門
、
排
水
機
場
の
老
朽
化
の
状
況

○
高

度
経

済
成

長
期

等
に
整

備
し
て
き
た
水

門
等

の
河

川
管
理
施
設
等
の
防
災
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
が
進
展
。

○
地

方
自

治
体

の
取

組
み

が
低

調
な
こ
と
が

課
題

で
あ
る
た
め
、
地

方
自

治
体

が
自

由
に
使

え
る
交

付
金

制
度

の
中

で
老

朽
化

対
策

を
行

っ
て
い
る
現

行
の

仕
組

み
の

見
直

し
が

必
要

。

― 25 ―

―  ―0123456789



地
域

の
実

情
を
踏

ま
え
た
老

朽
化

対
策

の
実

施

○
こ
れ

ま
で
交

付
金

に
よ
り
支

援
し
て
い
た
地

方
公

共
団

体
の

公
共

事
業

に
つ
い
て
、
市

道
等

の
修

繕
な
ど
、
比

較
的

小
規

模
な
事

業
等

に
つ
い
て
は

地
域

の
実

情
を
踏

ま
え
、
個

別
に
対

応
が

図
ら
れ

る
よ
う
地

方
単

独
事

業
で
実

施
。

小
規

模
な

老
朽

化
対

策
の

地
方

単
独

事
業

化

事
例
：
小
規
模
な
道
路
舗
装

事
例
：
小
規
模
な
護
岸
修
繕
工
事

事
例
：
道
路
の
小
規
模
構
造
物

個
別

補
助

化
地

方
単

独
事

業
化

＜
舗

装
表

層
の

修
繕

＞
＜

防
護

柵
の
取
替

＞
＜
護
岸
修
繕
工
事
＞

効
率

化
・
合

理
化

効
果

５
０
０
億

円
程

度
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令
和
２
年
度

海
上
保
安
庁
予
算
に
つ
い
て

○
令
和
元
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
、
引
き
続
き
「
海
上
保
安
体
制
の
強
化
に
関
す
る
⽅
針
」
（
平
成
２
８
年
１
２
⽉
）
に
基
づ
く

体
制
強
化
等
を
推
進
。

（
総
トン
数

約
6,
00
0ト
ン
・
全
⻑

約
14
0メ
ー
トル
）

【令
和
元
年
度
就
役
】

ヘ
リコ
プ
タ
ー
搭
載
型
巡
視
船
（
PL
H
型
）
等
６
隻

（
総
トン
数

約
6,
50
0ト
ン
・
全
⻑

約
15
0メ
ー
トル
）

【令
和
２
年
度
就
役
】

ヘ
リコ
プ
タ
ー
搭
載
型
巡
視
船
（
PL
H
型
）
等
３
隻

海
上
監
視
用
航
空
機
の
整
備
着
手

運
航
費
（
燃
料
費
・
修
繕
費
）
・
人
件
費
の
増

・⾼
性
能
監
視
レ
ー
ダ
ー
、⾚
外
線
捜
索

監
視
装
置
を
搭
載
す
る
新
型
ジ
ェッ
ト機

令
和
元
年
度
補
正
予
算
に
て
措
置

令
和
２
年
度
予
算
歳
出
増
加
の
背
景

予
算
額
の
推
移

1,
02

0 
1,
03

8 

10
0 

11
9 

24
2 

24
9 

43
6 

47
8 

38
0 

37
1 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

令
和

元
年

度
予

算
令

和
２
年

度
予

算

（
億
円
）

2,
17

8億
円

2,
25

4億
円

＋
76

億
円

巡
視

船
艇

航
空

機
等

運
航

費

そ
の
他

（
施

設
、
装

備
等

）

灯
台

、
岸

壁
等

人
件

費

※
計

数
は

四
捨

五
入

に
よ
っ
て
お
り
、
端

数
に
お
い
て
合

計
と
は

合
致

し
な
い
。

※
平
成
27
年
度
〜
29
年
度
予
算
で
整
備
に
着
⼿
した
も
の
。

※
平
成
29
年
度
〜
30
年
度
予
算
で
整
備
に
着
⼿
した
も
の
。

⼤
型
巡
視
船
１
隻

ヘ
リコ
プ
タ
ー
搭
載
型
巡
視
船

2隻
⼤
型
巡
視
船
１
隻

60
00

ト
ン
・
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
搭

載
型

巡
視

船
２
隻

・
35

00
ト
ン
型
・
大
型
巡
視
船
１
隻

・
10

00
ト
ン
型
・
大
型
巡
視
船
１
隻

等

令
和
２
年
度
政
府
案
：２

，
２
５
４
億
円

（臨
時
・特

別
の
措
置
を
含
む
）
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○
一
定
の
区
域
に
お
い
て
、
関
係
行
政
機
関
等
や
関
係
住
民
の
代
表
者
等
と
の
間
で
の
合
意
に
基
づ
き
、
計
画
的
か
つ
集

中
的

に
実

施
し
て
い
く
こ
と
が

必
要

な
事

業
を
支

援
。

交
通

安
全

対
策

補
助

制
度

（
地

区
内

連
携

）

事
業
イ
メ
ー
ジ

対
象

事
業


交
通
安
全
対
策
を
実
施
す
る
一
定
の
区
域
を
「
整
備
地
区
」

と
し
て
、
当
該
地
区
に
関
連
す
る
交
通
安
全
対
策
を
担
当
す

る
一
な
い
し
複
数
の
道
路
管
理
者
が
合
意
に
基
づ
き
地
区

一
括
で
整
備
す
る
事
業
。

（
対
象
と
す
る
合
意
の
要
件
）

整
備
地
区
に
関
係
す
る
地
方
公
共
団
体
の
首
長
、
対
策
を
担
当

す
る
道
路
管
理
者
、
関
係
す
る
警
察
、
学
校
・
保
育
等
の
教
育
関

係
機
関
、
関
係
住
民
の
代
表
者
等
で
構
成
さ
れ
る
協
議
会
等
に

お
い
て
、
対
策
の
内
容
や
時
期
等
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
た
も
の

が
確
認
で
き
る
こ
と
。

補
助

率

5
.5
/
1
0
×
δ

等
（
δ
：
財
政
力
に
応
じ
た
引
上
率
）

採
択
要
件
、
補
助
対
象
、
補
助
率
等
（
案
）

○
「
未
就
学
児
等
及
び
高
齢
運
転
者
の
交
通
安
全
緊
急
対
策
（
令
和
元
年
６
月
１
８
日
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）
」
に
基
づ
き

交
通
安
全
対
策
を
実
施
す
る
た
め
、
道
路
管
理
者
、
地
元
警
察
、
学
校
・
保
育
等
の
教
育
関
係
機
関
等
及
び
地
元
住
民
が

連
携

し
、
対

策
の

内
容

や
時

期
等

に
か

か
る
合

意
形

成
を
図

る
と
と
も
に
、
対

策
の

実
施

に
つ
い
て
計

画
的

か
つ
集

中
的

な
推

進
が

必
要

。

概
要

背
景

・
課

題

防
護

柵
の

設
置

車
線
の
拡
幅
・歩

道
の
整
備

ハ
ン
プ
の

設
置

○
○
県
道
路
管
理
者

幹
線
道
路
と
生
活
道
路
の
機
能
分
化

（
右
折
レ
ー
ン
の
設
置
等
）

○
○
市
道
路
管
理
者

安
心
安
全
な
歩
行
空
間
の
整
備

（
防
護
柵
の
設
置
等
）

○
○
市
道
路

管
理
者

生
活
道
路
の
エ
リ
ア
内
の
交
通
安
全

（
ハ
ン
プ
の
設
置
等
）

○
○
県
道
路
管
理

者
幹
線
道
路
と
生
活
道
路
の
機
能
分
化

（
車
線
の
拡
幅
・
歩

道
の
整

備
等
）

○
○
市
道
路
管
理
者

生
活
道
路
の
エ
リ
ア
内
の
交
通
安
全

（
ラ
イ
ジ
ン
グ
ボ
ラ
ー
ド
の
設
置
等
）

○
○
幼
稚
園

・
散
歩
経
路
変
更

・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の

見
守

り

○
○
警
察
署

・
ゾ
ー
ン
30

規
制

・
規
制
標
識
設
置

国
土
交
通
省
作
成
資
料

令
和

２
年

度
政

府
案

３
０
億

円
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既
存
ス
トッ
クの
効
率
的
な
活
⽤
︓
公
営
住
宅
か
らセ
ー
フテ
ィネ
ット
住
宅
へ
の
移
⾏
の
促
進

○
公
営
住
宅
の
老
朽
化
が
進
行
し
建
替
え
需
要
が
増
加
す
る
見
込
み
の
中
、
既
存
ス
ト
ッ
ク
活
用
の
観
点
か
ら
、
民
間
賃
貸
住

宅
を
活
用
し
た
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
へ
の
移
行
を
促
進
。

公
営

住
宅

の
建

設
年

度
別

ス
ト
ッ
ク
数

の
推

移

新
規
制
度

公
営

住
宅

を
め
ぐ
る
課

題

○
公
営
住
宅
（
全
国
2
1
6
万
戸
）
に
つ
い
て
は
、
築
後
3
0
年

以
上

の
も
の

が
約

6
3
％

。
○

地
方
公
共
団
体
で
は
、
更
新
期
を
迎
え
つ
つ
あ
る
老
朽

化
し
た
大
量
の
公
営
住
宅
等
の
効
率
的
か
つ
円
滑
な
更

新
（
建
替
え
、
修
繕
、
用
途
廃
止
）
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
入
居
者
へ
の
家
賃
低
廉
化

補
助
は
、
一
律
、
月
額
上
限
４
万
円
／
戸

（
国
１
／
２
＋
地
方
１
／
２
）

公
営
住
宅
の
建
替
え
の
際
に
、
一
定
数
の
従
前
入
居
者
が
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住

宅
へ

移
転

す
る
場

合
は
、
公
営
住
宅
並
み
の
家

賃
低
廉
化
補
助
（
近
傍
同
種
家
賃
と
入
居
者
家
賃
の
差
額
を
国

が
１
／
２
、
地
方
が
１
／
２
補
助
）
を
実
施
。

令
和
元
年
度
ま
で

令
和
２
年
度
以
降

建
替
え
対
象
団
地
の
周
辺
の
既
存
⺠
間
住
宅
ス
トッ
クを
有
効

活
⽤
す
る
こと
で
、住

宅
に
困
窮
す
る
低
所
得
者
の
住
宅
確
保
を

推
進
。

既
存

住
宅

ス
ト
ッ
ク
（
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住

宅
）
活

用
促

進
の

た
め
の

新
た
な
制

度
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一
般
会
計
か

ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し

令
和
２
年
度

○
遷

延
性

意
識

障
害

者
に
対

し
事

故
直

後
か

ら
慢

性
期

ま
で
連

続
し
た
治

療
・
リ
ハ

ビ
リ
を
行

う
こ
と
で
早

期
の

回
復

に
つ
な
げ
る
「
一

貫
症

例
研

究
型

委
託
病
床
」
の
拡
充

○
重

度
後

遺
障

害
者

の
在

宅
介

護
を

支
え
る
介

護
料

の
支

給
額

の
引

上
げ

や
対
象
品
目
の
追
加

○
「
介
護

者
な
き
後
」
を
見

す
え
た
障

害
者
支
援
施
設
等
へ
の
補
助
の
増
額

被
害
者
救
済
事
業
の
拡
充

歳
出

歳
入

Ｒ
１

Ｒ
２
案

Ｒ
１

Ｒ
２
案

事
業
費
合
計

１
４
３

１
４
４

積
立
金

運
用
収
入
等

２
７

２
６

積
立
金
取
崩
し

７
９

７
８

一
般
会
計
繰
戻
し

３
７

４
０

歳
出
合
計

１
４
３

１
４
４

歳
入
合
計

１
４
３

１
４
４

（
単
位
：
億
円
）

令
和
元
年
度

○
令
和
元
年
度
は
、
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
３
７
億
円
を
繰
戻
し
。

○
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し
を
４
０
億
円
（
対
前
年
度

＋
３
億
円
）
に
増
額

。

○
特
別
会
計
の
事
業
の
原
資
で
あ
る
積
立
金
の
取
崩
額
を
３
年
連
続
で
縮
減
。

○
自
動
車
事
故
被
害
者
や
そ
の
ご
家
族
か
ら
要
望
の
あ
る
、
被
害
者
救
済
事
業
を
拡
充
。

平
成

６
年

度
及
び
７
年

度
に
旧

自
賠

責
特
会

か
ら
繰

り
入

れ
た
約
１
．
１
兆

円
の

う
ち
、
約
０
．
６
兆

円
が

繰
り
戻

さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
平
成
２
９
年
の
大
臣
間
合
意
に
基
づ
き
、
平
成
３
０
年
度
予
算
よ
り
繰
戻
し
を
再
開
。

令
和
２
年
度
政
府
案

４
０
億
円
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生
産

性
向

上
に

資
す

る
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

整
備

①

○
中
部
横
断
自
動
車
道
の
整
備
に
よ
り
、
中
央
自
動
車
道
と
東
名
高
速
道
路
が
接
続
す
る
。

○
清
水
港
で
は
農
水
産
物
の
輸
出
促
進
に
向
け
、
港
湾
施
設
を
整
備
中
。

○
地
元
か
ら
の
大
量
雇
用
を
創
出
す
る
な
ど
沿
道
地
域
に
も
波
及
効
果
を
も
た
ら
す
。

＜
位
置
図
＞

＜
整
備
効
果
＞

R2
年
内

開
通
予
定

20
19
年
11
⽉
17
⽇

開
通

清
水

港

山
梨

県
に
お
け
る
青

果
物

の
海

外
輸

出
状

況

0.
2 

0.
4 

0.
1 

0.
1 

1.
7 

2.
1 

2.
1 

0.
9 

1.
8 

2.
4 

3.
8 

3.
5 

3.
6 

0.
2 

0.
5 

0.
4 

0.
4 

0.
3 

0.
7 

1.
3 

2.
3 

2.
8 

1
.9

 
2
.5

 
2
.5

 

1
.3

 
2
.4

 

3
.6

 

5
.1

 
5
.9

 
6
.4

 

02468

平
成

20
年

平
成

21
年

平
成

22
年

平
成

23
年

平
成

24
年

平
成

25
年

平
成

26
年

平
成

27
年

平
成

28
年

山 梨 県 産 果 実 の

輸 出 実 績 推 移 （ 億 円 ）

そ
の
他

モ
モ

ブ
ド
ウ

合
計

出
典

：
山

梨
県

農
政

部

平
成

2
8
年

は
香

港
（
6
3
％

）
、

台
湾

（
2
9
％

）
、

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

（5
％

）
、

タ
イ

（
2
％

）
等

、
東

南
ア

ジ
ア

諸
国

を
中

心
に

輸
出

出
典
：
事
業
所
企
業
統
計
調
査
（
～
H
1
8
）
、

経
済
セ
ン
サ
ス
基
礎
調
査
・
活
動
調
査
（
H
2
1
～
）
よ
り
民
営
の
み
集
計

＊
沿

線
３
自

治
体

：
南

ア
ル

プ
ス
市

、
中

央
市

、
昭

和
町

■
沿
線
３
自
治
体

＊
の
雇
用
者
数
の
推
移

1
0
0
%

9
2
%

（
3
6
6
,3
2
0
人

）1
2
7
%

（
5
9
,5
0
7
人

）

8
0
%

1
0
0
%

1
2
0
%

1
4
0
%

H
3

H
8

H
1
1

H
1
3

H
1
6

H
1
8

H
2
1

H
2
4

H
2
6

H
2
8

山
梨

県
全
体

南
ｱ
ﾙ
ﾌ
ﾟｽ
～
増
穂
開
通

白
根
～
南
ｱ
ﾙ
ﾌ
ﾟｽ
開
通

双
葉
～
白
根
開
通

沿
線

３
自
治
体

＊

（
平
成
3
年
を
1
0
0
％
）

・
従

業
員

3
0
0
か

ら
4
0
0
人

の
う

ち
8
～

9
割

に
つ

い
て

、
現

地
雇

用
を

見
込

む
。

【
化
粧
品
会
社

化
粧
品
工
場
建
設
】

（
令
和
3
年
度
操
業
開
始
予
定
）

【
物

流
会

社
物

流
セ
ン
タ
ー
建

設
】

（
令
和
2
年
度
開
設
予
定
）

・
従

業
員

は
、

周
辺

町
内

か
ら

新
規

雇
用

（
1
0
名

～
4
0
名

）
を

予
定

。

【
合
板
工
場
建
設
】
（
令
和
元
年
操
業
開
始
）

出
典
：
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
H
3
1
.1
～
R
1
.5
）

・
工

場
の

従
業

員
約

4
0
人

の
う

ち
3
0
人

を
地

元

か
ら

雇
用

。

■
進
出
予
定
企
業
の
声

国
土

交
通

省
作

成
資

料

令
和

２
年

度
政

府
案

３
，
３
１
９
億

円
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道
外

道
外

76
%

84
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

Ｈ
１

８
Ｈ

２
９

0％

H
2
7
.3
赤

川
IC
開

通

道
道

函
館

上
磯

線
を

回
避

し
た

円
滑

な
仕

入
・
出

荷

○
空
港
道
路
の
整
備
に
よ
り
、
並
行
す
る
現
道
の
主
要
渋
滞
箇
所
を
回
避
す
る
と
と
も
に
、
工
業
団
地
に
お
け
る
部
品
の
仕
入
れ

や
製
品
出
荷
の
利
便
性
向
上
が
見
込
ま
れ
、
地
域
の
生
産
性
向
上
が
期
待
。

≪
現
道
の
課
題
≫

く
う
こ
う

≪
整
備
効
果
≫

輸
送
時
間
の
短
縮
に
よ
り
、
製
品
出
荷
の
利
便
性
向
上

※
空
港
道
路
の
旅
行
速
度
は
、
8
0
.0
km

/
h
(夏

期
)、
7
5.
7
km

/
h
(冬

期
)と

設
定

※
冬
期
と
夏
期
の
平
均
旅
行
速
度
を
算
出
し
、
低
減
率
0
.9
4
6
と
し
た
。

出
典

：
H
2
7
全

国
道

路
・
街

路
交

通
情

勢
調

査

【
函

館
臨

空
工

業
団

地
か

ら
の

所
要

時
間

】

1
8
 

9
 

1
9
 

9
 

05

1
0

1
5

2
0

2
5

開
通
前

開
通

後

(分
)

１
０
分

短
縮

＜
函

館
空

港
＞

夏 期
冬 期

夏 期
冬 期

９ 分 短 縮

3
2
 

2
4
 

3
5
 

2
7
 

0

1
0

2
0

3
0

4
0

開
通
前

開
通

後

(分
)

＜
函
館
フ
ェ
リ
ー
港
＞

８
分

短
縮

８ 分 短 縮

夏 期
冬 期

夏 期
冬 期

【
空
港
道
路
開
通
前
後
に
お
け
る

精
密

機
器

製
造

会
社

（
函

館
臨

空
工

業
団

地
内

）
の

部
品

仕
入

及
び
製

品
出

荷
ル

ー
ト
】

出
典
：
主
要
渋
滞
箇
所
図
（
北
海
道
開
発
局
）
、
出
典
：
精
密
機
器
製
造
会
社
ヒ
ア
リ
ン
グ

出
典
：
函
館
市
経
済
部
工
業
振
興
課

【
函
館
臨
空
工
業
団
地
の
分
譲
率
】

（
空

港
道

路
事

業
化

前
）

主
要

渋
滞

箇
所

道
道
函
館
上
磯
線

５
箇
所

そ
の
他

１
２
箇
所

並
行
現
道
の
道
道
函
館
上
磯
線
に
は
主
要
渋
滞
箇
所
が
５
箇
所
存
在

函
館

新
外

環
状

道
路

空
港

道
路

■
面
積

工
業
団
地
面
積
：
5
6
.9
h
a

分
譲

面
積

：
2
7
.3
h
a

分
譲

済
面

積
：
2
3
.0
h
a

分
譲

中
面

積
：
4
.3
h
a

■
主
な
立
地
企
業
の
業
種

精
密
機
器
製
造
・
販
売
、

印
刷

会
社

、
食

品
販

売
､ガ

ス
会

社
、

電
気
・
事
務
用
機
械
器
具
製
造
販
売
等

【
函
館
臨
空
工
業
団
地
の
概
要
】

出
典
：
函
館
地
域
産
業
活
性
化
協
議
会
Ｈ
Ｐ

分
譲

率

8
4
%

北
海
道

函
館
臨
空
工
業
団
地
の
分
譲
率
が
増
加

写
真

▼
日

常
的

に
混

雑
す
る
道

道
函

館
上

磯
線

分
譲

率
１
割

増
加

精
密

機
器

製
造

会
社

空
港

道
路

の
開

通
を
視

野
に
工

場
を
1
.5
倍

に
拡

張

H
2
9
年

度
売

上
高

：8
1
億

円
（
対

前
年

比
4
割
増

）
仕

入
：
道

外
よ
り
関

連
部

品
等

出
荷

：
半

導
体

製
造
装

置
、
精

密
加

工
部

品
等

半
導

体
製

造
装

置

精
密

加
工

部
品

写
真
：
精
密
機
器
製
造
会
社
Ｈ
Ｐ

赤
川

IC
～

函
館

空
港

IC

延
長

7
.6

km
R
2
年

度
開

通
予

定

生
産

性
向

上
に

資
す

る
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

整
備

②
国

土
交

通
省

作
成

資
料

令
和

２
年

度
政

府
案

３
，
３
１
９
億

円
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成
長

力
を

強
化

す
る

物
流

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

化
等

の
た

め
の

高
速

道
路

の
整

備

財
政

投
融

資
を

活
用

し
て

、
①

生
産

性
の

向
上

の
た

め
の

新
名

神
高

速
道

路
の

６
車

線
化

整
備

の
加

速
②

暫
定

２
車

線
区

間
の

機
能

強
化

に
よ

る
安

全
性

・
信

頼
性

の
向

上
等

を
行

う
。

【
財

政
融

資
資

金
計

１
．

６
７

兆
円

（
令

和
元

年
度

補
正

：
０

．
５

５
兆

円
、

令
和

２
年

度
当

初
：
１

．
１

２
兆

円
】

事
業

ス
キ

ー
ム

事
業

（
例

）

超
⻑
期
（
30
年
等
）

・
固
定
等
の
財
政
融
資

１
．
６
７
兆
円
の
追
加

機
構
︓
１
．
４
１
兆
円

会
社
︓
０
．
２
６
兆
円

計
１
．
３
兆
円
程
度
の
事
業
を
実
施

（
財
投
活
⽤
に
よ
る
整
備
予
定
箇
所
）

○
新
名
神
(⼤
津
〜
城
陽
、
⼋
幡
京
⽥
辺
〜
⾼
槻
)の
６
⾞
線
化

○
暫
定
２
⾞
線
区
間
に
お
け
る
４
⾞
線
化
等
の
実
施

○
⼤
都
市
圏
環
状
道
路
の
整
備
促
進

○
更
新
事
業
の
実
施

（
財
投
活
⽤
に
よ
る
効
果
）

機
構
︓
１
．
０
兆
円
程
度
の

⾦
利
負
担
の
軽
減

会
社
︓
建
設
等
に
伴
う
コ
ス
ト
の

低
減

安
全
性
・
信
頼
性
等
の
向
上
の
た
め
の
暫
定
２
⾞
線
区
間
に
お
け
る
４
⾞
線
化

に
よ
る
機
能
強
化

⽇
本
の
物
流
の
⼤
動
脈
で
あ
る
新
名
神
の
６
⾞
線
化
を
加
速
し
、
三
⼤
都
市

圏
を
つ
な
ぐ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化
（
令
和
元
年
度
補
正
予
算
に
よ
り
実
施
）

2
0
1
9
年

度
財

政
投

融
資

６
車

線
化

事
業

中
区

間
: 4

1
K
m

（
亀

山
西

～
大

津
）

2
0
1
9
年

3
月

1
7
日

開
通

済

６
車

線
化

事
業

区
間

: 計
3
5
K
m

（
大

津
～

城
陽

）
（
八

幡
京

田
辺

～
高

槻
）

暫
定

４
車

線
事

業
中

20
23

年
度

開
通

予
定

暫
定

４
車

線
事

業
中

20
23

年
度

開
通

予
定

そ
の

他
高

速
道

路

【
凡

例
】

　
供

用
中

新
名

神
高

速
道

路

そ
の

他
高

速
道

路

　
事

業
中

新
名

神
高

速
道

路

暫
定
２
⾞
線
区
間
（
有
料
）
の
う
ち
、

対
⾯
通
⾏
区
間
［
約
1,
60
0k
m
］

暫
定
２
⾞
線
区
間
の
優
先
整
備
区
間

［
約
88
0k
m
］
か
ら
選
定

︓
対
⾯
通
⾏
区
間

約
1,
60
0k
m

︓
優
先
整
備
区
間

約
88
0k
m

20
22

年
度

か
ら

順
次

開
通

見
込

み
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都
市

鉄
道

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
充

実
令
和
２
年
度
政
府
案

１
７
２
億
円
の
内
数

事
業

概
要

事
業

概
要

事
業

概
要

＜
代

表
例

＞

※
新

駅
名

（
北

梅
田

、
中

之
島

、
西

本
町

、
南

海
新

難
波

）
に

つ
い
て
は

仮
称

【
な
に
わ
筋
線
】

【
福

岡
市

地
下

鉄
七

隈
線

】

【
神

奈
川

東
部

方
面

線
】

■
建
設

区
間

北
梅

田
駅

（仮
称
）～

西
本
町

駅
（仮

称
）～

JR
難

波
駅

北
梅
田

駅
（仮

称
）～

西
本

町
駅
（仮

称
）～

南
海
新

今
宮
駅

計
7.
2㎞

■
総
事

業
費

3,
30

0億
円

■
整
備

主
体

関
西

高
速

鉄
道
（株

）

■
営
業

主
体

西
日

本
旅

客
鉄
道

（株
）、

南
海

電
気
鉄

道
（株

）

■
開
業

予
定

令
和

12
年
度

末

■
建
設
区

間
天
神
南
～
博
多

（1
.4㎞

）

■
総

事
業

費
約
58

7億
円

■
整
備
主

体
福
岡
市
交
通
局

■
営
業
主

体
福
岡
市
交
通
局

■
開
業
予

定
令
和
4年

度

■
建

設
区

間

■
開

業
予

定
令

和
元

年
11

月
30

日
令

和
4年

度
下

期

■
総
事
業
費

約
4,
02

2億
円

西
谷

駅
～

羽
沢

横
浜

国
大

駅
（約

2.
7㎞

）
羽

沢
横

浜
国

大
駅

～
日

吉
駅

（約
10

.0
㎞

）

■
整

備
主

体
鉄

道
・運

輸
機

構

■
営

業
主

体
相

模
鉄

道
相

模
鉄

道
・東

急
電

鉄

（相
鉄
・Ｊ

Ｒ
直
通
線
）

（相
鉄
・東

急
直
通
線
）
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都
市

鉄
道

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
充

実
（

財
政

投
融

資
の

活
用

）

【
財

政
融

資
資

金
令

和
２
年

度
：
１
，
１
６
６
億

円
】

○
空
港

等
と
の

ア
ク
セ
ス
と
な
る
主

要
な
都

市
鉄

道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

強
化

の
た
め
、
な
に
わ

筋
線

及
び
北

港
テ
ク
ノ
ポ
ー
ト
線

の
整
備
を
促
進
。
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首
都
圏
空
港
の
機
能
強
化

○
羽
田
空
港
に
お
い
て
は
、
滑
走
路
の
耐
震
性
の
強
化
等
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も
に
、
ア
ク
セ
ス
利
便
性
の
向
上
を
図
る
た
め
、

空
港
ア
ク
セ
ス
鉄
道
の
基
盤
施
設
整
備
に
着
手
。

○
成
田
空
港
に
お
い
て
は
、
成
田
国
際
空
港
株
式
会
社
が
実
施
す
る
第
３
滑
走
路
の
新
設
等
の
更
な
る
機
能
強
化
に
あ
た
り
、

財
政
融
資
を
行
う
と
と
も
に
、
会
社
の
財
務
基
盤
強
化
の
た
め
の
出
資
を
行
う
こ
と
で
、
機
能
向
上
を
推
進
。

成
田
空
港

羽
田
空
港


第

３
滑

走
路

（
C
滑

走
路

）
の

新
設

及
び
第

２
滑

走
路

（
B
滑

走
路

）
の

延
伸


空

港
機

能
の

拡
充


期
待
さ
れ
る
効
果


羽
田
へ
の
ア
ク
セ
ス
向
上

令
和
２
年
度
政
府
案

1
,0
4
6
億
円

【
自

動
車

安
全

特
別

会
計

（
空

港
整

備
勘

定
）
】

2
0
1
6
年

４
月

交
通

政
策

審
議

会
「
東

京
圏

に
お
け
る
今

後
の

都
市

鉄
道

の
あ
り
方

に
つ
い
て
」
（
答

申
）

羽
田
空
港
ア
ク
セ
ス
線
の
新
設

京
急
空
港
線
羽
田
空
港
国
内
線
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅
引
上
線
の
新
設

現
在

強
化
後

発
着

枠
３
０
万

回
５
０
万

回
（
約

１
．
７
倍

）

旅
客

取
扱

能
力

４
,０
０
０
万

人
７
，
５
０
０
万
人

（
約

２
倍

）

貨
物

取
扱

能
力

２
０
０
万

ト
ン

３
０
０
万

ト
ン

（
約

１
．
５
倍

）

タ
ー
ミ
ナ
ル

ま
で
の

移
動

時
間

南
風

離
陸

時
：
２
９
分

（
第

１
タ
ー
ミ
ナ
ル

→
Ｂ
滑

走
路

）

北
風

着
陸

時
：
２
８
分

（
Ｂ
滑

走
路

→
第

１
タ
ー
ミ
ナ
ル

）

約
半

減

Ａ
滑

走
路Ｃ
滑

走
路

国
際

線
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

駐
機
場
の
整
備

空
港

ア
ク
セ
ス
鉄

道
の
整

備

滑
走
路
等
の
耐
震
性
の
強
化

航
空
保
安
施
設
の
整
備

第
２

タ
ー

ミ
ナ

ル
ビ

ル

第
１

タ
ー

ミ
ナ

ル
ビ

ル

護
岸
の
整
備

護
岸
の
整
備

滑
走
路
等
の
耐
震
性
の
強
化

【財
政
融
資
資
金

4,
00
0億

円
】
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整
備
新
幹
線
の
着
実
な
整
備
①

令
和
２
年
度
政
府
案
：
８
０
４
億
円

○
整
備
新
幹
線
に
つ
い
て
、
平
成
2
7
年
1
月
1
4
日
の
政
府
・
与
党
申
合
せ
の
完
成
・
開
業
目
標
時
期
で
の
確
実
な
開
業
に
向
け
、

着
実
に
整
備
を
進
め
る
。

既
設

新
幹

線
開
業

区
間

整
備

新
幹

線
開
業

区
間

建
設

中
区

間

未
着

工
区

間
等

凡
例

○
そ
の
主
た
る
区
間
を
列
車
が
時
速
２
０
０
km

以
上

の
高

速
で
走

行
で
き
る
幹

線
鉄

道
。

○
（
独

）
鉄

道
建

設
・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
が

建
設

・
保

有
し
、
営

業
主

体
（
JR

）
に
対
し

施
設
を
貸
付
け
（
上
下
分
離
方
式
）
。

北
海

道
新

幹
線

青
森

-札
幌

間

東
北

新
幹

線
盛

岡
-青

森
間

北
陸

新
幹

線
東

京
-大

阪
間

九
州

新
幹

線
（
鹿

児
島

ル
ー
ト
）

福
岡

-鹿
児

島
間

九
州

新
幹

線
（
西

九
州

ル
ー
ト
）

福
岡

-長
崎

間

整
備

新
幹

線
と
は

、
「
全

国
新
幹

線
鉄

道
整

備
法

」に
基

づ
く
昭

和
４
８
年

の
「
整

備
計

画
」
に
よ
り
整

備
が

行
わ
れ

て
い
る
以

下
の

５
路

線
の
こ
と
を
い
う
。

【
建
設
費
の
見
直
し
に
つ
い
て
】

北
陸
新
幹
線
（
⾦
沢
・敦
賀
間
）
及
び
九
州
新
幹
線
（
武

雄
温
泉
・⻑
崎
間
）
の
建
設
費
に
つ
い
て
、平

成
24
年
６
⽉

の
事
業
着
⼿
以
降
、労

務
単
価
上
昇
や
耐
震
設
計
標
準
の

改
訂
な
どの
外
的
要
因
に
伴
う増

、関
係
機
関
との
協
議
や
現

地
状
況
の
精
査
な
ど事

業
実
施
に
伴
う増

に
よ
り、
以
下
の
とお

り建
設
費
が
増
加

北
陸
新
幹
線

（
⾦
沢
・敦
賀
間
）

認
可

額
１
１
，
８
５
８

増
加

額
＋

２
，
２
６
３

九
州
新
幹
線

（
武
雄
温
泉
・⻑
崎
間
）

認
可

額
５
，
０
０
９

増
加

額
＋

１
，
１
８
８

（
億
円
）

大
宮

東
京

長
崎

博
多

八
戸

新
青

森

新
函

館
北

斗

札
幌

長
野

高
崎

敦
賀金

沢

大
阪

新
潟

盛
岡

新
鳥

栖
武

雄
温

泉

新
八

代

鹿
児

島
中

央

平
成

９
年

１
０

月
開

業

九
州
新
幹
線

（
鹿

児
島

ル
ー

ト
）

平
成

２
３

年
３

月
開

業

九
州
新
幹
線

（
西

九
州

ル
ー

ト
） 〈
6
6k
m〉

○
武

雄
温

泉
･長

崎
間

平
成

１
６

年
３

月
開

業

令
和

４
年

度
完

成
予

定
（
可
能
な
限
り
前
倒
し
）

○
新

函
館

北
斗
･札

幌
間

北
海
道
新
幹
線

令
和
1
2年

度
末

完
成

予
定

〈
2
1
2k
m 〉

東
北
新
幹
線

平
成

２
２

年
１

２
月

開
業

平
成

１
４

年
１

２
月

開
業

北
陸
新
幹
線

〈
2
4
0k
m

○
長

野
･金

沢
間

令
和

４
年

度
末

完
成

予
定

〈
1
1
3
k
m〉

○
金

沢
･敦

賀
間

平
成

２
７

年
３

月
開

業平
成

２
８

年
３

月
開

業
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○
「
国

負
担

（
国

費
）
及

び
地

方
負

担
又

は
更

な
る
貸

付
料

財
源

の
活

用
で
賄

う
部

分
（
74
4億

円
）
」
に
つ
い
て
は

、
毎

年
度

の
予

算
編

成
過
程
に
お
い
て
、
そ
の
財
源
構
成
を
決
定
。

○
令

和
元

年
度

は
、
国

費
37

億
円

と
そ
れ

に
伴

う
地

方
負

担
19

億
円

を
増

額
し
、
22
5億

円
分

（
（
37

億
円

＋
19

億
円

）
×
4年

分
）
の

財
源
構
成
を
決
定
。
従
っ
て
、
令
和
2～

4年
度
に
財
源
構
成
を
決
定
す
る
部
分
は
残
り
の
51
9億

円
。

○
令
和
２
年
度
に
お
い
て
は
、
残
る
51
9億

円
う
ち
3分

の
1に

あ
た
る
17
3億

円
に
つ
い
て
、
以
下
の
よ
う
に
財
源
構
成
を
決
定
す
る
。

・
想

定
金

利
見

直
し
に
よ
る
更

な
る
貸

付
料

財
源

の
活

用
12
0億

円
・
国

費
増

35
.4
億

円
（
11
.8
億

円
×
3年

分
、
令

和
2年

度
国

費
80
4億

円
）
、
そ
れ
に
伴
う
地
方
負
担

17
.7
億

円
（
5.
9億

円
×
3年

分
）

○
令

和
３
～

４
年

度
に
お
い
て
も
、
引

き
続

き
、
残

り
34
6億

円
の

財
源

構
成

を
議

論
す
る
。
更

な
る
貸

付
料

財
源

の
活

用
に
つ
い
て
も
、

引
き
続

き
検

討
す
る
。

Ｒ
１
年

度
に
措

置
済

２
２
５
億

円

Ｒ
１
～

４
年

度

国
負

担
（
国

費
）

及
び
地
方
負
担

又
は

更
な
る
貸

付
料

財
源
で
賄
う
部
分

７
４
４
億
円

R
2～

4年
度

に

財
源

構
成

を

決
定

す
る
部

分

51
9億

円

Ｒ
１
～

４
年

度
Ｒ
１
～

４
年

度

更
な
る
貸

付
料

財
源

の
活

用
１
２
０
億

円

R
3～

4年
度

に
財

源
構

成
を

決
定

す
る
部

分
34
6億

円

R
2年

度
国

費
増

35
.4
億

円
（
11
.8
億

円
×
3年

）

R
2年

度
地
方
負
担
増

17
.7
億
円
（
5.
9億

円
×
3年

）

17
3億

円

Ｒ
１
年

度
に
措

置
済

２
２
５
億

円

整
備
新
幹
線
の
着
実
な
整
備
②

国
土

交
通

省
作

成
資

料

※
四

捨
五

入
の

関
係

で
数

値
が

合
わ

な
い
場

合
が

あ
る
。
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国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
の
機
能
向
上

○
国
際
基
幹
航
路
の
維
持
・拡
大
を
図
る
た
め
、
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
に
お
い
て
、
ハ
ー
ド
整
備
を
引
き
続
き
推
進
。

○
既
存
ス
ト
ッ
ク
を
最
大
限
活
用
す
る
観
点
か
ら
、
Ａ
Ｉや
デ
ー
タ
連
携
に
よ
る
港
湾
物
流
の
生
産
性
向
上
を
重
点
化
。

国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
政
策

（事
例
）ハ
ー
ド
の
整
備

政
策
目
的
：
国
際
基
幹
航
路
の
我
が
国
へ
の
寄
港
を

維
持
・
拡
大
す
る
こ
と
。


国
際
基
幹
航
路
の
維
持
・
拡
大
に
よ
り
、
企
業
の
立
地
環
境

を
向
上
さ
せ
、
我
が
国
経
済
の
国
際
競
争
力
を
強
化

⇒
雇
用
と
所
得
の
維
持
・
創
出

本
牧
ふ
頭

南
本
牧
ふ
頭

新
本
牧
ふ
頭

横
浜
港
（
イ
メ
ー
ジ
）

（
横
浜
市
提
供
資
料
）

Ａ
Ｉや
デ
ー
タ
連
携
に
よ
る
港
湾
物
流
の
生
産
性
向
上

＜
Ａ
Ｉタ
ー
ミ
ナ
ル
＞

タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
最
適
化

R
TG
の
遠
隔
操
作
化
・自
働
化

外
来
ト
レ
ー
ラ
ー
の
自
働
化

コ
ン
テ
ナ
ダ
メ
ー
ジ
チ
ェ
ッ
ク

の
効
率
化

コ
ン
テ
ナ
搬
出
入
処
理
能
力
の
向
上

荷
役
機
械
の
予
防
保
全

熟
練
技
能
者
の
暗
黙
知

の
継
承

＜
港
湾
関
連
デ
ー
タ
連
携
基
盤
＞

荷
主

陸
運

Ｃ
Ｔ

税
関

S/
I

船
腹
予
約

空
P
U
O

I/
V

P
/L

・
・
・
・

書
類
間
の
情
報
連
携

海
貨

船
会
社

海
貨

海
貨

通
関

許
可
申
請

N
A
C
C
S

情
報
の
利
活
用
に
よ
り
、
利
便
性
・
生
産
性
を
最
大
限
に
向
上

外
来
シ
ャ
ー
シ
の
構
内

滞
在
時
間
の
最
小
化

本
船
荷
役
時
間
の

最
小
化

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
の

労
働
環
境
の
改
善

荷
役
機
械
の
燃
料
、
維
持
修
繕
費
節
約

に
よ
る
コ
ス
ト
削
減

デ
ー
タ
連
携

R
2
.1
2
稼
働
開
始
予
定

国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
政
策
推
進

W
G
（
仮
称
）
を
設
置
し
、

毎
年
度
、
政
策
効
果
や
利
用
見
通
し
等
に
つ
い
て
検
証
。


ハ
ー
ド
整
備
、

A
Iタ
ー
ミ
ナ
ル
、
デ
ー
タ
連
携
基
盤
の
構
築

等
の
取
組
に
よ
り
、
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
の
機
能
向
上

を
図
る
。

令
和
２
年
度
政
府
案
4
4
6
億
円
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フラ
ット
35
Ｓ
等
に
お
け
る
既
存
住
宅
の
活
⽤
促
進
等

○
省
エ
ネ
性
な
ど
に
優
れ
た
住
宅
向
け
の
金
利
を
支
援
す
る
「
フ
ラ
ッ
ト
３
５
Ｓ
」
（
長
期
固
定
金
利
の
住
宅
ロ
ー
ン
）
等
に
つ
い
て
、

①
省
エ
ネ
を
促
進
し
て
環
境
性
能
に
優
れ
た
住
宅
を
増
や
す
た
め
、
環
境
に
関
す
る
要
件
基
準
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、

②
人
口
減
少
が
進
み
空
き
家
が
増
加
す
る
中
で
、
既
存
住
宅
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、
中
古
住
宅
の
購
入
に
際
し
て
性
能
向

上
リ
フ
ォ
ー
ム
を
行
う
場
合
の
支
援
に
つ
い
て
、
要
件
を
緩
和
。

省
エ
ネ
住

宅
の

取
得

促
進

既
存

住
宅

の
性

能
向

上
リ
フ
ォ
ー
ム
促

進

断
熱

等
性

能
等

級
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級

断
熱

等
性

能
等

級
４

で
あ
る
こ
と

ま
た
は

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
４

以
上
で
あ
る
こ
と

＜
フ
ラ
ッ
ト
35
Ｓ
新
築
Ｂ
プ
ラ
ン
に
お
け
る
要
件
の
見
直
し
＞

【
フ
ラ
ッ
ト
3
5
Ｓ
（
Ｂ
プ
ラ
ン
）
】
：
省

エ
ネ
性

等
の

性
能

が
優

れ
た
住

宅
を

取
得
す
る
場
合
に
、
当
初
5
年
間
の
金
利
を
0
.2
5
％
引
き
下
げ
る
。

【
フ
ラ
ッ
ト
3
5
リ
ノ
ベ
】
：
中

古
住

宅
の

売
買

に
際

し
て
耐

震
性

等
の

性
能

が
優

れ
た

リ
フ
ォ
ー
ム
を
実
施
す
る
場
合
に
、
当
初
5
年
間
の
金
利
を
0
.5
％
引
き
下
げ
る
。

断
熱

等
性

能
等

級
４

で
あ
る
こ
と

か
つ

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
４

以
上
で
あ
る
こ
と

＜
フ
ラ
ッ
ト
3
5
リ
ノ
ベ
に
お
け
る
要
件
の
緩
和
＞

フ
ラ
ッ
ト
3
5
Ｓ
に
お
け
る

新
築

並
み
の
要
件

（
耐
震
等
級
２
以
上

等
）

以
下
の
い
ず
れ
か
の
内
容
を
一
定

水
準

満
た
す

・
省
エ
ネ
改
修
工
事

・
耐
震
改
修
工
事

・
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事

等
（
リ
フ
ォ
ー
ム
金

額
が

2
0
0
万

円
以

上
）

39
4

44
8

57
6

65
9

75
7

82
0

84
6

9.
4%

9.
8%

11
.5
%

12
.2
%

13
.1
%

13
.5
%

13
.6
%

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

12
.0
%

14
.0
%

0
10
0

20
0

30
0

40
0

50
0

60
0

70
0

80
0

90
0

10
00

19
88

年
19
93

年
19
98

年
20
03

年
20
08

年
20
13

年
20
18

年

＜
空
き
家
数
の
推
移
＞

出
典

：
総

務
省

「
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
」

（
令

和
3
年

1
月

か
ら
を
予

定
）

（
令

和
3
年

1
月

か
ら
を
予

定
）

令
和

2
年

度
政

府
案

：
2
8
7
億

円
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（
成
田
国
際
空
港
（
株
）
Ｈ
Ｐ
よ
り
）

顔
認
証
に
よ
る
旅
客
搭
乗
関
連
手
続
き
の
円
滑
化
（
成
田
・羽
田
・関
西
空
港
）

○
国
際
線
搭
乗
手
続
きに
際
し、
チ
ェッ
クイ
ンの
際
に
撮
影
す
る顔

画
像
とパ
ス
ポ
ー
トの
情
報
を一

度
照
合
した
あ
とは
、手

荷
物
預
入
れ
や
、保

安
検
査
、搭

乗
ゲ
ー
トに
お
い
て
、煩

瑣
な
パ
ス
ポ
ー
トや
搭
乗
券
の
確
認
を省

略
す
る
、い
わ
ゆ
る
「顔
パ
ス
」化
を実

現
。

拾
翠

亭
（旧

九
條

家
茶

室
）

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
４
０
０
０
万
人
目
標
の
達
成
に
向
け
た
観
光
施
策
の
推
進

○
２
０
２
０
年
訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
４

00
0万

人
等
の
目
標
達
成
に
向
け
、こ
れ
ま
で
の
施
策
に
加
え
、国

際
観
光
旅
客
税
を

活
用
した
より
高
次
元
な
観
光
施
策
を
展
開
し、
観
光
先
進
国
の
実
現
に
向
け
た
取
組
を推

進
。

地
域
固
有
の
文
化
、自
然
等
を
活
用
した
観
光
資
源
の
整
備
等
に
よ
る
地
域
で
の
体
験
滞
在
の
満
足
度
向
上

京
都
御
苑
の
訪
日
外
国
人
観
光
促
進

国
際
競
争
力
の
高
い

ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト
の
形
成

「夜
に
た
た
ず
む
広

島
城

の
風

景
」

「新
宿

御
苑

夜
桜

ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
の

様
子

」

ナ
イ
ト
タ
イ
ム
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
推
進

○
ナ
イ
ト
タ
イ
ム
活
用
を進

め
るた
め
、中

核
コン
テ
ンツ
（
ライ
トア
ップ
、星

空
観
察
、博

物
館
夜
間
開
館
等
）
の
造
成
な
ど地

域
一
体
の
取
組
を支

援
。

○
「か
まく
らレ
ス
トラ
ン」
な
どの
アフ
ター
ス
キ
ー
コン
テ
ンツ
の
造
成
や
外
国
人
対
応
可
能
な
イン
ス
トラ
クタ
ー
の
確
保
に
より
外
国
人
に
魅
力
の
高
い
ス
ノー
リゾ
ー
ト
に
刷
新
。

○
京
都
御
苑
に
お
い
て
九
條
家
所
以
の
茶
室
（
拾
翠
亭
）
を改

修
し、
外
国
人
旅
行
者
に
お
茶
を楽

しん
で
もら
え
るよ
うに
す
るな
ど、
高
付
加
価
値
な
コン
テン
ツを
造
成
。

地
元

の
「食

」を
味

わ
う
「か

ま
く
ら
レ
ス
ト
ラ
ン
」

令
和
２
年
度
政
府
案
：５

４
０
億
円

（皇
室
費
計
上
予
算

29
億
円
を
含
む
）
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す
ま
い
給
付
金
（
臨
時
・
特
別
の
措
置
）

１
．
給

付
額

（参
考

）収
入

額
の

目
安

住
民

税
（都

道
府

県
）

所
得

割
額

注

給
付

額

４
２
５
万
円
以
下

6.
89

万
円

以
下

３
０
万

円

４
２
５
万
円
超
４
７
５
万
円
以
下

6.
89

万
円

超
8.
39

万
円

以
下

２
０
万

円

４
７
５
万
円
超
５
１
０
万
円
以
下

8.
39

万
円

超
9.
38

万
円

以
下

１
０
万

円

【
消

費
税

率
８
％

時
】

（参
考

）収
入

額
の

目
安

住
民

税
（都

道
府

県
）

所
得

割
額

注
給

付
額

４
５
０
万
円
以
下

7.
60
万
円
以
下

５
０
万

円

４
５
０
万
円
超
５
２
５
万
円
以
下

7.
60
万
円
超
9.
79
万
円
以
下

４
０
万

円

５
２
５
万
円
超
６
０
０
万
円
以
下

9.
79
万
円
超
11
.9
0万

円
以
下

３
０
万

円

６
０
０
万
円
超
６
７
５
万
円
以
下

11
.9
0万

円
超
14
.0
6万

円
以
下

２
０
万

円

６
７
５
万
円
超
７
７
５
万
円
以
下

14
.0
6万

円
超
17
.2
6万

円
以
下

１
０
万

円

【
消

費
税

率
１
０
％

時
】

２
．
給

付
対
象

【
住

宅
を
新

築
又

は
新

築
住

宅
を
取

得
す
る
場

合
】

【
中

古
住

宅
を
取

得
す
る
場

合
】

①
住

宅
ロ
ー
ン
を
利

用
す
る
場

合
の

要
件

②
現

金
購

入
の

場
合

の
追

加
要

件

・
床

面
積

５
０
㎡

以
上

の
住

宅
・施

工
中
等
に
検
査
を
実
施
し
、
一
定
の
品
質
が
確
認
さ
れ
た
住
宅

（例
．
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険
へ
の
加
入
、
建
設
住
宅
性
能
表
示
制
度
を
利
用
等
）

・省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
に
優
れ
た
住
宅
な
ど
一
定
の
性
能
を
満
た
す
住
宅

（フ
ラ
ッ
ト
３
５
Ｓ
の
基
準
に
適
合
す
る
住
宅
）

①
住

宅
ロ
ー
ン
を
利

用
す
る
場

合
の

要
件

②
現

金
購

入
の

場
合

の
追

加
要

件

・
床

面
積

５
０
㎡

以
上

の
住

宅
・現

行
耐

震
基

準
を
満

た
す
住

宅
・中

古
住
宅
売
買
時
等
に
検
査
を
受
け
品
質
が
確
認
さ
れ
た
住
宅

（例
．
既
存
住
宅
売
買
瑕
疵
保
険
へ

の
加
入

等
）

50
才

以
上

で
65

0万
円
以
下
の
収
入
額
（目

安
）
の
者
が
取
得
す
る
場
合
に
限
る
。

①
に
加
え
以
下
に
該
当
す
る
住
宅
と
し
、
50

才
以
上
で
65

0万
円
以
下
の
収

入
額

（目
安

）の
者
が
取
得
す
る
場
合
に
限
る
。

注
都
道
府
県
民
税
率
4％

の
場
合
の
住
民
税
（都

道
府
県
）所

得
割
額

○
す
ま
い
給
付
金
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
拡
充
措
置
を
講
じ
て
も
な
お
効
果
が
限
定
的
な
所
得
層
に
対
し
、
住
宅
取
得
に
係
る
消
費
税

負
担

増
を
緩

和
す
る
た
め
、
収

入
に
応

じ
現

金
を
給

付
す
る
制

度
。
（令

和
３
年
１
２
月
末
ま
で
に
引
渡
し
を
受
け
、
入
居
し
た
方
が
対
象
）

○
消
費
税
率
の
引
上
げ
（８

％
→
１
０
％
）に

伴
い
、
対
象
と
な
る
所
得
階
層
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
給
付
額
も
最
大
50
万
円
に
引
上
げ
。

自
ら
居

住
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
、
以

下
の

要
件

を
満

た
す
住

宅

令
和

2年
度

政
府

案
：1

,1
45

億
円
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◆
復

興
道

路
・復

興
支

援
道

路

復
興
道
路
・復

興
支
援
道
路
の
整
備
等

○
復
興
道
路
・復

興
支
援
道
路
は
、
被
災
地
復
興
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、
復
興
ま
ち
づ
く
り
を
支
援
す
る
た
め
、
早
期
整
備
を

推
進

。
○

三
陸
沿
岸
道
路
の
仙
台
～
宮
古
は
、
気
仙
沼
市
内
を
除
き
２
０
１
９
年
６
月
に
完
成
、
東
北
中
央
道
の
相
馬
～
福
島
は
、
２
０
１
９
年
１
２
月
に

常
磐

道
と
接

続
。

国
土
交
通
省
作
成
資
料

開
通

済
事

業
中

現
道
活
用

調
査

中一 般 国 道 4
5

号

三 陸 沿 岸 道 路

宮
城

県
北

高
速

幹
線

道
路

【
補

助
】

東
北

横
断

自
動

車
道

釜
石

秋
田

線
（
釜

石
～

花
巻

）
※

2
0
19

.3
全

線
開

通

一
般

国
道

10
6号

宮
古

盛
岡

横
断

道
路

（
宮

古
～

盛
岡

）

東
北

中
央

自
動

車
道

（
相

馬
～

福
島
）

仙
台

花
巻

釜
石

国
土

交
通

省
が

中
心

と
な
っ
て
整

備
を
進
め
て
い
る
復
興
道
路
・復

興
支
援

道
路

（5
50
km

）に
つ
い
て
は

、
復

興
・

創
生

期
間

内
（2
02
0（

令
和
2）

年
度

ま
で
）に

全
線
開
通
す
る
見
通
し

八
戸

宮
古

大
船

渡

気
仙

沼

■
令
和
元
年
６
月
２
２
日
に
三
陸
沿
岸
道
路

釜
石
北
～
大
槌
（4
.8
km

）、
１
２
月
８
日
に
は

宮
古
盛
岡
横
断
道
路

田
の
沢
～
手
代
森
（3
.4
km

）、
１
２
月
２
２
日
に
は

東
北
中
央
自
動
車
道

相
馬
～
相
馬
山
上
（6
.0
km

）が
開

通

至
大

槌
ＩＣ

至
釜

石
北

ＩＣ

▲
開

通
し
た
三

陸
沿

岸
道

路
（釜

石
北

～
大

槌
）

28
 

31
 

35
 

45
 

75
 

2,
63

1 
2,

35
4 

2,
77

2 
3,

72
4 

7,
60

8 

01,
00
0

2,
00
0

3,
00
0

4,
00
0

5,
00
0

6,
00
0

7,
00
0

8,
00
0

0204060

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

利
⽤
企
業
数

コン
テ
ナ
取
扱
量

■
三
沿
道
と
東
北
横
断
道
（釜

石
～
花
巻
）の

連
結
に
よ
り
、
釜
石
港
の
コ
ン
テ
ナ
取
扱
量

や
岩

手
県

南
地

域
の

観
光

客
数

が
増

加

利
⽤
企
業
数

（
社
）

コン
テ
ナ
取
扱
量

（
TE
U）

資
料
︓
釜
⽯
市

過
去
5年

で
コ
ン
テ
ナ
取

扱
量

は
約
2.
9倍

、
利

用
企

業
数

は
約
2.
7倍

東
北
横
断
道
開
通

遠
野
〜
宮
守
（
H2
7.
12
）

32
1 

57
 

14
5 

17
3 

18
8 

17
9 

16
6 

16
2 

34
6 

89
 

56
8 

1,
18

7 
76

4 1
,4

40
 1,

71
1 2,

40
9 

020
00

40
00

60
00

80
00

10
00
0

05010
0

15
0

20
0

25
0

30
0

35
0

H2
2
H2
3
H2
4
H2
5
H2
6
H2
7
H2
8
H2
9
(年
)

観
光

⼊
込
客
数
(万
⼈
)

外
国
⼈

観
光
客
数
(⼈
)

:全
体
⼊
込
客
数
(万
⼈
)

:外
国
⼈
⼊
込
客
数
(⼈
)

震
災

直
後

か
ら
観

光
客

数
は

約
2.
8倍

、
外

国
人

観
光

客
数

は
約
27
.1
倍

資
料
︓
岩
⼿
県
観
光
統
計

▲
釜
⽯
港
の
コン
テ
ナ
取
扱
量
・利
⽤
企
業
数
の
推
移

▲
岩
⼿
県
南
地
域
の
観
光
客
数
の
推
移

令
和
２
年
度
政
府
案

１
，
６
６
２
億
円

― 43 ―
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(単
位
：
億
円
）
（
対
元
年
度
当
初
）

＜
主
な
歳
入
・
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
元
年
度
当
初
）

（
歳
入
）

・
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し
の
増
（
+
3
億
円
）

（
歳
出
）

・
保
障
勘
定
に
お
け
る
保
障
費
の
見
直
し
に
伴
う
減
（
▲
3
億
円
）

・
自
動
車
検
査
登
録
勘
定
に
お
け
る
自
動
車
技
術
総
合
機
構
施
設
整
備
費
の
増
（
+
1
3
億
円
）

1
4
4
（
+
0
）

1
7
（
▲
3
）

1
3
8
（
▲
1
）

自
動
車
検
査

登
録
勘
定

3
7
6
（
+
7
）

3
7
5
（
+
7
）

3
7
5
（
+
7
）

自
動
車
事
故

対
策
勘
定

1
3
8
（
▲
1
）

自
動
車
安
全
特
別
会
計

(空
港
整
備
勘
定
を
除
く
)

勘
定
別

歳
出
総
額

歳
出
純
計
額

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

2
5
（
▲
4
）

1
7
（
▲
3
）

保
障
勘
定

【
令

和
２
年

度
歳

出
予

算
】

5
4
5
億

円
（

+
4
）

1
,
3
5
8
億

円
（

+
6
6
）

【
令

和
２
年

度
歳

入
予

算
】

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

保
障

勘
定

前
年

度
剰

余
金

受
入

6
0
3
（
+
1
5
）

雑
収

入
等

2
2
（
+
4
）

積
立

金
よ
り
受

入
7
8
（
▲

1
）

賦
課

金
収

入
等

2
7
（
▲

0
）

一
般

会
計

よ
り
受

入
4
0
（
+
3
）

雑
収

入
等

2
6
（
▲

2
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

2
0
6
（
+
4
6
）

検
査

登
録

手
数

料
収

入
3
5
6
（
+
0
）

保
障

勘
定

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

再
保

険
及

保
険

費
等

1
1
（
▲

1
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術
総

合
機

構
施

設
整

備
費

4
8
（
+
1
3
）

業
務

取
扱

費
2
8
4

（
▲

1
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故
対

策
機

構
運

営
費

7
4
（
+
0
）

自
動

車
事

故
対

策
費

5
9
（
▲

2
）

施
設

整
備

費
等

1
3
（
▲

1
0
）

保
障

費
1
4
（
▲

3
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術

総
合

機
構

運
営

費
3
2
（
＋

6
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故
対

策
機

構

施
設

整
備

費
、
貸

付
金

等
1
1
（
＋

2
）
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
元
年
度
当
初
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

元
年

度
当

初
）

自
動

車
安

全
特

別
会

計
　
空

港
整

備
勘

定

歳
出

総
額

歳
出

純
計

額
歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還

費
、
社

会
保

障
給

付
費
等
を
除
い
た
額

6
,6
3
4
（
+
2
,3
3
8
）

4
,1
6
0
（
+
3
1
8
）

4
,1
6
0
（
+
3
1
8
）

空
港

使
用

料
収

入
等

5
,0
9
9
（
＋
2
,5
7
2
）

6
,
6
3
4
億

円

（
+2

,3
3
8）

償
還

金
収

入
1
1
8
（
▲

0）

配
当

金
収

入
7
5
（
▲

1
1
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

等
6
6
7
（
+
90

）

航
空

機
等

購
入

費
補

助
金

等
5
4
（
▲
2
1
）

6
,
6
3
4
億

円
（
+
2,
3
38
）

空
港

等
維

持
運

営
費

1
,5
1
0
（
▲
7
0
）

空
港

整
備

事
業

費
等

2
,2
8
4
（+
38
7
）

航
空

路
整

備
事

業
費

3
7
4
（
+
2
3
）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
2
,4
1
2
（
+
2
,0
1
9
）

【
令

和
２
年

度
歳

出
予

算
】

【
令

和
２
年

度
歳

入
予

算
】

一
般

会
計

よ
り
受
入

5
4
7
（
▲

19
5）

地
方

公
共

団
体

工
事

費
負

担
金

収
入

1
2
8
（
+
16
）

・
財
政
融
資
資
金
の
繰
上
償
還
に
よ
る
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
繰
入
の
増
（
＋

2,
01

9億
円
）

・
成

田
国

際
空

港
株

式
会

社
の

財
務

基
盤

強
化

に
向

け
た
出

資
（
＋

30
0億

円
）
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（
注
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

令
和

元
当

初
）

＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
令
和
元
当
初
）

・
　
庁

舎
建

設
に
つ
い
て
、
整

備
事

業
の

完
了

に
伴

う
事

業
費
の

減
（
▲

7
0
億

円
）

財
政

投
融

資
特

別
会

計
特

定
国

有
財

産
整

備
勘

定

1
5
5
（
▲
7
3
）

1
5
5
（
▲
7
3
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

1
5
5
（
▲
7
3
）

　
旧
特
定
国
有
財
産
整
備
特
別
会
計
が
平
成
2
1
年
度
末
で
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
平
成
2
1
年
度
末
ま
で
に
策
定
さ
れ
て
い
た
事
業
で
未
完
了
の
も
の
に
つ

い
て
は

、
当

該
事

業
が

完
了

す
る
ま
で
の

間
、
経

過
的

に
設

置
さ
れ

た
本

勘
定

で
経

理
を
行

う
こ
と
と
さ
れ

て
お
り
、
未

完
了

事
業

完
了

後
の

残
余

財
産

は
、
一

般
会

計
に
承

継
。

【
令
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）
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3）
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有

財
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（
▲

1
3
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）

前
年

度
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余
金

受
入

5
4
2
（
▲

1
9
）

雑
収

入
1
（
▲

0
）

う
ち
、
宿

舎
建

設
8
（
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0
）

特
定

国
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財
産

整
備

費
1
4
6
（
▲

7
0
）

う
ち
、
庁

舎
建

設
1
3
8
（
▲

7
0
）

予
備
費

0
（
－
）

事
務

取
扱

費
9
（
▲

3
）
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